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第1章 はじめに 
 
我が国においては、民間企業等による共同研究が数多く実施されてきており、政府も昭和 36 年度に創設さ
れた鉱工業技術研究組合制度をはじめとして、それぞれの時代に適合した制度により、これらを推進・支援し
てきた。一方、近年欧米諸国等において、民間企業等による共同研究が盛んになるとともに、我が国の共同研
究に対する関心が高まってきている。 
また、今日科学技術上の国際摩擦の顕在化とともに、技術革新に必要な知識・技術・情報・市場・資金等に
対して、各国が均衡のとれたアクセスを確保することが重要な政策課題として認識されるようになってきた。特
に、我が国の研究開発が民間中心であることもあり、米国等から我が国の民間企業等の研究開発に対するア
クセスの要求が強まってきている。 
これらを踏まえ、本調査研究においては、民間企業等の共同研究について、参加企業の動向を中心に基
礎的な調査・分析を行うともに、このようなアクセスの問題等に関する 1 つの解決の方向を探ろうとするものであ
る。なお、調査に当たっては、共同研究プロジェクトの数及びデータ収集の困難性等を勘案し、政府の諸制度
の下で実施されている共同研究プロジェクトを対象とした。 
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第2章 各共同研究制度の概要 
 
民間企業等による共同研究プロジェクトについての調査・分析を行う前に、先端技術分野における政府の推
進・支援する共同研究制度として、どのような制度があるかについて調査を行った。各制度の推進・支援方法、
研究開発課題・分野、研究開発体制の特徴等を表 2－1にまとめた。 
 
2-1 政府の推進・支援方法 
政府が研究開発費の全額負担等により推進・支援する（政府が推進主体である）制度として、大型工業技術
研究開発制度（以下、大型プロジェクト制度）、次世代産業基盤技術研究開発制度（次世代制度）、創造科学
技術推進制度（創造科学技術制度）、国際フロンティア研究制度（フロンティア研究制度）がある。 
一方、民間企業等の研究開発に対し、政府が研究開発費の一部負担等により推進・支援する（民間企業等
が推進主体である）制度として、基盤技術研究促進制度（基盤技術制度）、生物系特定産業技術研究推進機
構制度（生研機構制度）、医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度（医薬品基金制度）がある。これら 3 制
度は、民間企業等が共同で出資し研究開発会社を設立する場合、政府（基盤技術研究促進センター等）が最
高 70％まで株式取得の方法で出資し、研究開発費を負担する制度であり、研究開発分野（所管省庁）により 3
制度に分かれている。 
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また、民間企業等の共同研究に対して、税制等の優遇措置を認める制度として、鉱工業技術研究組合制度
（研究組合制度）がある。なお、研究組合制度のプロジェクトの中には、政府より補助金等の支援を受けている
ものもある。 
大型プロジェクト制度、次世代制度において、各プロジェクトの実施に当っては、国立試験研究所が行う場
合と民間企業等に委託する場合とがある。民間企業等への委託においては、研究組合あるいは財団等を組織
して実施される。 
 
2-2 制度創設の背景と研究開発課題・分野 
大型プロジェクト制度は我が国の経済成長を促進し、またそれによる産業公害等の問題の解決を図ること等
を目的としたもので、研究開発期間が長く、巨額の資金とリスクを伴う研究開発課題について政府が推進する
ものである。 
次世代制度、創造科学技術制度は昭和 56 年度に創設されたが、その背景として、欧米先進国との間の経
済摩擦の高まり、近隣発展途上国の工業化の進行等の国際環境の変化の中で、欧米先進国からの技術導入
による経済発展からの脱却が叫ばれ出してきたことなどがある。さらに昭和 60年度以降、我が国の国際的地位
の向上とともに、科学技術においても相応の国際貢献を果たすことが重要になってきており、昭和 61年度には
フロンティア研究制度が創設され、次世代制度、創造科学技術制度と合わせて、21 世紀に向けて技術革新の
創出の可能性の高い領域における基礎的な研究を推進していく体制が一段と強化された。 
一方、民間企業党の研究開発については、高度経済成長の初期において、民間企業等が限られた資本、
人材等を効率的に活用していくことを促進する目的で、昭和 36 年度に研究組合制度が創設された。さらに最
近の科学技術を取り巻く状況の変化の中で、我が国の研究開発構造が民間中心であること、民間における研
究開発が製品開発中心であること等の現状を踏まえ、政府が民間企業等における基礎研究に対して費用等を
負担し、その推進を図る目的で昭和 60 年度以降相次いで、基盤技術制度、生研機構制度、医薬品基金制度
が創設された。 
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表 2- 1  政府の推進・支援する民間企業等による共同研究制度 
推進・支援方法 推進主体 共同研究制度（創設年度） 研究開発課題、分野等 研究開発体制の特徴等
 大型工業技術研究開発制度  産業構造の高度化、国際競争力の強化、天然資源の合理 ○産・学・官（国立試験研究所）の協力により実施。
 （昭和41年度）［通産省］  的な開発、産業公害の防止を図るために重要であり、かつ ○プロジェクトの選定等は産技審大型技術開発部会の意見を
           （民間委託実施）  緊急に必要とされる先導的・波及的大型工業技術。    反映。各プロジェクトに有識者等から成る研究開発連絡会議
 分野：鉱工業    を設置し、総合的に推進。
 次世代産業基盤技術研究開発  10年程度将来に発展が期待される次世代産業に必要な基 ○産・学・官（国立試験研究所）の協力により実施。
 制度（昭和56年度）［通産省］  盤技術で、その波及効果も大きく、かつ広範囲なもの。 ○複数の研究開発方法を同時に実施（並行開発方法）。
 現在4分野 ○概ね10年の全体計画を3段階程度に区切って、段階別に目
          100％  （新材料、バイオテクノロジー、新機能素子、超電導）    標を設定・評価。
 創造科学技術推進制度  物質・生命の本質に着目し、科学から技術への橋渡しの過 ○総括責任者に一定の裁量権を与える。
 （昭和56年度）  程で、革新技術の創出の可能性の高い領域における基礎 ○産・学・官、海外から研究者を結集。人中心。
 ［新技術開発事業団］  研究。 ○1プロジェクト、3～4研究グループ（各5人位）。
○1プロジェクト、期間5年、総額約20億円。
 国際フロンティア研究制度  21世紀の技術革新の根幹となるような新しい知識の積極的 ○研究リーダには、外国人も招へい。
   研究開発  （昭和61年度）［理化学研究所］  な発掘を目指した基礎（フロンティア）研究。 ○産・学・官、海外から研究者を結集。人中心。
   費の負担  分野：生体ホメオスタシス、フロンティアマテリアル、 ○全体で、3研究分野、10チーム（各6人位）。
          思考機能 ○5年を1期とし、全体で3期15年。
 基盤技術研究促進制度  鉱業、工業、電気通信業及び放送業（有線放送業を含む）  <基盤技術制度  研究開発会社への出資の場合>
 （昭和60年度）［通産省、郵政省］  の技術、その他電気通信に係る電波の利用技術のうち通 ○民間における基盤技術に関する試験研究に必要な資金の
 産省又は郵政省の所掌に係るもの（基盤技術法第2条）。    供給を行うため、2以上の企業が研究開発会社（法人）を
 生物系特定産業技術研究推進  生物の機能を維持増進し若しくは利用し、又は生物の機能    設立し、共同して行う基礎研究、または応用研究段階から
    最高70％  機構制度（昭和61年度）  の発現の成果を獲得し若しくは利用する事業で次に掲げる    実施する研究開発プロジェクト等に対し、株式取得の方法
    まで出資  ［農林省］  業種に属するものに関する技術（生研機構法第2条）。    で出資を行う。
     <1>農林漁業、<2>飲食料品及びたばこ製造業、       出資比率／最高70％
     <3>その他（政令）       出資期間／最高7年（特例10年）
 医薬品副作用被害救済・研究  医薬品（薬事法第2条第1項に規定）の生産又は販売に関 ○生研機構制度、医薬品基金制度においても同じ。
 振興基金制度（昭和62年度）  する技術のうち厚生省の所掌に係るものであって、品質、
 ［厚生省］  有効性及び安全性の確保又は向上に寄与するものその
 他国民の健康の保持増進に相当程度寄与するもの
 （医薬品法第2条第3項）。
   税制等の  鉱工業技術研究組合制度  鉱工業（研究組合法第1条）。 ○組合員相互の利益を目的とした非出資制、非営利法人。
   優遇措置  （昭和36年度） ○剰余金の分配の禁止。
 ［通産、農林、運輸省］ ○研究の成果を利用し得る者のみを組合員の対象。
（注）  本表は、各共同研究制度のパンフレット等を基に作成した。
 政府
 民間
 民間
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第3章 参加企業の概要 
 
各共同研究制度のうち、民間企業等が推進主体である制度を中心に、各プロジェクトの参加企業について
調査・分析を行った。具体的には、研究組合制度、基盤技術制度、生研機構制度、医薬品基金制度、及び政
府が推進主体である創造科学技術制度の各プロジェクトを対象とした。 
 
3-1 設立プロジェクト数 
 
各共同研究制度の設立プロジェクト数については、研究組合制度において、昭和 36 年度の制度創設以降、
現在まで 107プロジェクトが設立されている（表 3－1、図 3－1参照）。一方、昭和 60年度以降、相次いで創設
された基盤技術制度、生研機構制度、医薬品基金制度においては、（基盤技術研究促進センター等の）出資
対象として、昭和 63年度までに、それぞれ 39、14、4プロジェクトが採択されている。なお、基盤技術制度にお
けるテレトピア構想、ニューメディアコミュニティー構想に係るプロジェクトについては、先端技術分野の研究開
発と異なるため、分析対象から除外した。また、創造科学技術制度においては、昭和 56年度から昭和 63年度
までに、18プロジェクトが発足している（表 3－2参照）。 
 
表 3- 1  研究組合制度 設立プロジェクト数の推移（上段：設立プロジェクト数、下段：累積） 
 
制度         年度 36 37 38 39 40～44 45 46 47 48 49 50 51
 研究組合制度 4 5 0 4 0 1 2 3 8 3 4 3
 （全体） 4 9 9 13 13 14 16 19 27 30 34 37
 大プロ制度 1 1 2 1
 （委託） 1 2 4 5
 農林水産省所管 1 0 0 0 0 0 0 0 0
1 1 1 1 1 1 1 1 1
52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63～
 研究組合制度 2 2 3 5 7 9 11 5 5 12 6 3
 （全体） 39 41 44 49 56 65 76 81 86 98 104 107
 大プロ制度 1 1 0 2 2 1 1 1 1 1 0 0
 （委託） 6 7 7 9 11 12 13 14 15 16 16 16
 次世代制度 3 0 0 0 0 0 0 0
 （委託） 3 3 3 3 3 3 3 3
 農林水産省所管 0 0 1 0 0 1 0 3 0 6 1 1
1 1 2 2 2 3 3 6 6 12 13 14
 運輸省所管 1 0 0 0 0 1
1 1 1 1 1 2
(注）本表は、資料1を基に作成した。
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図 3- 1  研究組合制度 設立プロジェクト数の推移（累積） 
 
研究組合制度については、昭和 40～44 年度において設立プロジェクトがないが、これは昭和 41 年度に大
型プロジェクト制度が創設されたこと、及びそれらの各プロジェクトにおいて、研究組合が組織されなかったこと
などが考えられる。一方、昭和 58年度において、設立プロジェクト数が多いが、これは同年に産業活性化技術
研究開発費補助金制度が創設されたことと関連していると考えられる。また、昭和 59年度以降、31プロジェクト
が設立されているが、そのうち 11プロジェクトが農林水産省所管のプロジェクトである。 
基盤技術制度以下の各共同研究制度については、制度創設年度に設立プロジェクト数が多く、その後減少
しているが、これは研究開発を支援する政府予算と関連しているものと考えられる、つまり、制度創設以降数年
後においては、継続中のプロジェクトに対する費用負担がかなり大きくなるため、新たなプロジェクトを設立（採
択）することが困難となるからであると考えられる。 
 
表 3- 2  基盤技術制度等 設立プロジェクト数の推移 
（上段：設立プロジェクト数、下段：累積） 
 
制度         年度 56 57 58 59 60 61 62 63
 基盤技術制度 17 10 8 4
17 27 35 39
 生研機構制度 7 3 4
7 10 14
 医薬品基金制度 2 2
2 4
 創造科学技術制度 4 1 1 1 2 3 3 3
4 5 6 7 9 12 15 18
(注）本表は、資料1を基に作成した。
-6- 
3-2 参加企業の業種分類 
 
各共同研究制度のプロジェクトについて、参加企業を業種別に分類し、業種分類表を作成した（資料 1 参
照）。業種の分類については、会社四季報（東洋経済新報社）の業種分類を基に行った（表 3－3 参照）。これ
については、すべての上場企業について業種区分が可能であること、参加企業に関する資本金、売上高、研
究開発費等諸データ（本調査研究においては、資本金以外のデータは使用していないが）の収集が容易なこ
となどを勘案したものである。 
 
表 3- 3  業種分類方法の対象 
 
 
会社四季報
 水産、林業、鉱業 A  水産、農林業、鉱業
 建設 B  建設、住宅、電気工事他
 食品 C  食品
 繊維 D  繊維
 紙、パルプ E  紙・パルプ
 化学 F  化学
 医薬、他化学 G  医薬、塗料、その他化学
 石油、ゴム H  石油、ゴム
 ガラス、土石 I  ガラス、セメント、その他窯業
 鉄鋼 J  普通鋼、特殊鋼、その他鉄鋼
 非鉄、金属 K  非鉄、電線、ダイガスト、金属製品
 機械 L  原動機、工作機、産業機械、他機械、機械部品
 電気 M  重電、通信機、家電・部品、計器、その他電機
 造船 N  造船
 自動車、他輸送 O  車両、自動車、自転車、航空機
 精密、他製造 P  精密、その他製造
 商業、金融、運輸 Q  商業、量販店・外食、百貨店、スーパー、銀行等、証券、損害保険、
 不動産、鉄道、陸運、海運、航空、倉庫、運輸関連
 放送、電力、ガス R  放送・通信、電力、ガス、サービス
 非上場 S  店頭登録・管理企業についても、上記A～Rの業種分類に含め、
 それ以外の企業を非上場とした。
 財団等 T  財団・社団等各種団体等
本調査研究
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3-3 各共同研究制度における参加企業の概要 
 
各共同研究制度ごとに業種別の参加企業数、参加プロジェクト数を集計し、それを基に 1 プロジェクト当りの
参加企業の構成を示した。以下、各制度ごとに集計結果に基づき分析を行った。 
 
(1) 鉱工業技術研究組合制度 
 
研究組合制度においては、昭和 36年度の制度創設以降、現在に至るまで設立された 107のプロジェクトの
うち、昭和 30年代に設立されたプロジェクト等、参加企業の内訳が不明な 13プロジェクトを除く、94プロジェク
トについて分析を行った（表 3－4、表 3－5参照）。 
研究組合制度において、1 プロジェクト当りの参加企業の構成については、総数、上場企業数はそれぞれ
13.7、9.5 と多く、上場企業の内訳をみると、業種数、1業種当りの上場企業数（延べ平均、以下同じ）とも、それ
ぞれ 3.4、2.8 と多い。 
業種別の参加企業数については、<1>電気（173社、19.5％）、<2>化学（107社、12.1％）、<3>鉄鋼（84社、
9.5％）、<4>造船（78 社、8.8％）、<5>食品（70 社、7.9％）の順であるが、全業種にまたがっているのが特徴で
ある。これは研究開発分野が鉱工業全般であること、制度創設以降長年が経過し、設立プロジェクト数も多く、
この間各業種が本制度により共同研究を実施してきたことなどが考えられる。業種別の参加プロジェクト数につ
いては、<1>電気（46 プロジェクト、48.9％）、<2>機械（34 プロジェクト、36.2％）、<3>化学（31 プロジェクト、
33.0％）、<4>鉄鋼（31 プロジェクト、33.0％）、<5>造船（31 プロジェクト、33.0％）の順であり、平均参加企業数
については、化学（3.5）、電気（3.8）の他、主な業種では食品（5.8）、繊維（3.2）、放送・電力・ガス（3.4）が多く、
逆に鉄鋼（2.7）、機械（2.0）、造船（2.5）は少ない。 
研究組合制度において、1 プロジェクト当りの参加企業数、上場企業数が多いのは、要素技術からシステム
化等まで研究開発課題が広範囲であること、大規模研究開発が多いことなどが考えられる。また、大型プロジ
ェクト制度、次世代制度の委託プロジェクトにおいて、上場企業数はそれぞれ 11.0、13.0であるのに対し、非上
場企業数は 1.9、0.7 であり、これらの委託プロジェクトにおいては、非上場企業数に比べ上場企業数が圧倒的
に多い。これは参加企業の選定に当って、企業の技術力、経済力等が審査されることも関連していると考えら
れる。一方、農林水産省所管のプロジェクトにおいては、参加企業数が 20.1 と多いが、これは上場企業数
（12.8）に比べ、非上場企業数が 6.9 とかなり多いためである。 
業種別の参加企業数、参加プロジェクト数をみると、鉄鋼、機械、造船において、平均参加企業数が少ない
のは、これらの業種が、システム化等の目的で同業種としては 1～数社で参加しているプロジェクトが多いから
であると考えられる。一方、電気、化学において、平均参加企業数が多いのは、これらの業種が主導的な役割
りを果たしているプロジェクトが多いこと、電気においては、同業種だけで参加しているものが 11 プロジェクトも
あることなどによるものと考えられる。また、食品において平均参加企業数が多いのは、農林水産省所管のプロ
ジェクトの中に、同業種が 10 社以上参加しているプロジェクトがあるからである（No79 食品産業バイオリアクタ
ー、19社、No92食品産業オンラインセンサー、14社、No106食品産業ハイセパレーション、14社）。 
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表 3- 4  研究組合制度 1プロジェクト当りの参加企業の構成（平均） 
 
表 3- 5  研究組合制度 業種別参加企業数、参加プロジェクト数 
 
 
平均参加
順位 比率／<3> 順位 比率／<1> 企業数
A 8 1 5 5 2
B 20 2 10 11 2
C 5 70 8 12 13 6
D 9 38 4 12 13 3
E 15 2 2 2 8
F 2 107 12 3 31 33 4
G 21 2 8 15 16 1
H 18 2 7 7 3
I 10 29 3 7 17 18 2
J 3 84 10 3 31 33 3
K 7 58 7 6 25 27 2
L 6 69 8 2 34 36 2
M 1 173 20 1 46 49 4
N 4 78 9 3 31 33 3
O 23 3 8 15 16 2
P 24 3 10 11 2
Q 8 1 4 4 2
R 8 44 5 10 13 14 3
<3> 887 100 320 <4> 340.4 <5>     2.8
<6> 398
 非上場 S <7> 353
 財団等 T <8> 45
<2> 1285
（注）本表は、資料1を基に作成した。基盤技術制度以下の各共通研究制度についても同じ。
参加企業数 参加プロジェクト数
業  種
 放送、電力、ガス
 鉄鋼
 非鉄、金属
 機械
 電気
 水産、林業、鉱業
 建設
 上場企業計
その他
合  計
 造船
 自動車、他輸送
 精密、他製造
 商業、金融、運輸
 医薬、他化学
 石油、ゴム
 ガラス、土石
 食品
 繊維
 紙、パルプ
 化学
総数 プロジェク
業種数 1業種当り 非上場 財団等 ト数
<2>／<1> <3>／<1> <4> <5> <6>／<1> <7>／<1> <8>／<1> <1>
 研究組合制度（全体） 14 10 3 3 4 4 1 94
 大プロ制度（委託） 14 11 4 3 3 2 1 16
 次世代制度（委託） 14 13 5 2 1 1 － 3
 農林水産省所管 20 13 4 3 7 7 0 12
 運輸省所管 7 7 3 2 － － － 2
（注） 本表は、表3-5を基に作成した。なお、<1>～<8>は、表3-4、表3-5において共通である。基盤技術制度以下の
　　　 各共同研究制度についても同じ。
上場企業数 そ  の  他
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(2) 基盤技術研究促進制度 
 
基盤技術制度、生研機構制度、医薬品基金制度においては、昭和 63 年度までに（基盤技術研究促進セン
ター等により）出資採択されたプロジェクトを対象に調査・分析を行った。 
基盤技術制度において、鉱工業及び電気通信分野に係る 39 のプロジェクトのうち、エイ・ティ・アール関連
の 4 プロジェクトについては、参加企業数がそれぞれ約 140 社と、他のプロジェクトに比べ圧倒的に多い。この
ため分析に当っては、これら 4 プロジェクトを除く 35 プロジェクトを対象とした（表 3－6、表 3－7 参照）。なお、
エイ・ティ・アール関連のプロジェクトについては、4 プロジェクトともほぼ同じような企業が参加し、主要企業（出
資比率の高い企業）をみると、電気が多く、その他、放送・電力・ガスが多い。 
基盤技術制度において、1 プロジェクト当りの参加企業の構成については、総数、上場企業数はそれぞれ
11.1、8.5であり、上場企業の内訳をみると、業種数、1業種当りの上場企業数は、それぞれ 3.1、2.7である。 
業種別の参加企業数については、<1>電気（116社、39.3％）、<2>鉄鋼（38社、12.9％）、<3>非鉄・金属（26
社、8.8％）、<4>放送・電力・ガス（20 社、6.8％）、<5>自動車・他輸送（17 社、5.8％）の順である。業種別の参
加プロジェクト数については、<1>電気（26 プロジェクト、74.3％）、<2>非鉄・金属（13 プロジェクト、37.1％）、
<3>放送・電力・ガス（10 プロジェクト、28.6％）、<4>鉄鋼（8 プロジェクト、22.8％）、<5>化学（7 プロジェクト、
20.0％）の順であり、平均参加企業数については、鉄鋼（4.8）、電気（4.5）は多いが、逆に化学（1.9）、非鉄・金
属（2.0）、放送・電力・ガス（2.0）は少ない。 
基盤技術制度において、業種別の参加企業数、参加プロジェクト数とも、電気が圧倒的に多い。これは鉱工
業のエレクトロニクス分野、電気通信分野に係るプロジェクトが多く（エレクトロニクス 8、電気通信 13、計 21プロ
ジェクト）、このうち電気は、ほとんどのプロジェクトに参加しており（エレクトロニクス 8、電気通信 11、計 19 プロ
ジェクト）、参加企業数も多く（エレクトロニクス 57、電気通信 45、計 102社）、平均参加企業数も多い（エレクトロ
ニクス 7.1、電気通信 4.1、計 5.4）からである。また、鉄鋼において平均参加企業数が多いが、これは新素材関
連のプロジェクトの中に、同業種が 10 社以上参加しているプロジェクトがあるからである（No2 ライムズ、10 社、
No4 レオテック、13社）。 
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表 3- 6  基盤技術制度 1プロジェクト当りの参加企業の構成（平均） 
 
表 3- 7  基盤技術制度 業種別参加企業数、参加プロジェクト数 
 
 
 
総数 プロジェク
業種数 1業種当り 非上場 財団等 ト数
<2>／<1> <3>／<1> <4> <5> <6>／<1> <7>／<1> <8>／<1> <1>
11.1 8.5 3.1 2.7 2.6 2.5 0.1 35.0
上場企業数 そ  の  他
平均参加
順位 比率／<3> 順位 比率／<1> 企業数
A 0 － － － －
B 2 0.7 1 2.9 2.0
C 5 1.7 4 11.4 1.3
D 7 2.4 8 5 14.3 1.4
E 0 － － － －
F 6 13 4.4 5 7 20.0 1.9
G 1 0.3 1 2.9 1.0
H 4 1.3 3 8.6 1.3
I 7 2.4 8 5 14.3 1.4
J 2 38 12.9 4 8 22.8 4.8
K 3 26 8.8 2 13 37.1 2.0
L 7 10 3.4 8 5 14.3 2.0
M 1 116 39.3 1 26 74.3 4.5
N 10 9 3.0 6 6 17.1 1.5
O 5 17 5.8 4 11.4 4.3
P 7 10 3.4 6 6 17.1 1.7
Q 7 10 3.4 8 5 14.3 2.0
R 4 20 6.8 3 10 28.6 2.0
<3> 295 100.0 109 <4> 311.4 <5>     2.7
<6> 92
 非上場 S <7> 89
 財団等 T <8> 3
<2> 387
 医薬、他化学
 石油、ゴム
 ガラス、土石
 食品
 繊維
 紙、パルプ
 化学
 上場企業計
その他
合  計
 造船
 自動車、他輸送
 精密、他製造
 商業、金融、運輸
参加企業数 参加プロジェクト数
業  種
 放送、電力、ガス
 鉄鋼
 非鉄、金属
 機械
 電気
 水産、林業、鉱業
 建設
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(3) 生物系特定産業技術研究推進機構制度等、各共同研究制度 
 
生研機構制度、医薬品基金制度において、それぞれ出資対象の 14、4 プロジェクトについて分析を行った
（表 3－8、表 3－9、表 3－10、表 3－11参照）。 
生研機構制度において、1 プロジェクト当りの参加企業の構成については、総数、上場企業数はそれぞれ
6.9、3.5 と少なく、上場企業の内訳をみると、業種数、1 業種当りの上場企業数はそれぞれ 2.5、1.4 である。な
お、上場企業以外では農漁協の参加が多いのが特徴である（1.1）。医薬品基金制度においては、総数、上場
企業数とも 4.0 と少なく、上場企業の内訳をみると、業種数、1 業種当りの上場企業数は、それぞれ 3.0、1.3 で
ある。 
生研機構制度において、業種別の参加企業数については、<1>食品（10 社、20.4％）、<2>商業・金融・運
輸（9社、18.4％）、<3>建設（7社、14.3％）、<4>化学（7社、14.3％）の順であり、また医薬品基金制度において
は、<1>医薬・他化学（7 社、43.7％）、<2>食品（3 社、18.7％）の順である。生研機構制度において、業種別の
参加プロジェクト数については、<1>化学（6 プロジェクト、42.9％）、<2>食品（5 プロジェクト、35.7％）、<3>建設
（4 プロジェクト、28.6％）、<3>商業・金融・運輸（4 プロジェクト、28.6％）の順であり、平均参加企業数について
は、建設（1.8）、食品（2.0）、化学（1.2）、商業・金融・運輸（2.3）とも少ない。医薬品基金制度において、業種別
の参加プロジェクト数をみると、医薬・他化学はすべてのプロジェクトに参加しているが、平均参加企業数は 1.8
と少ない。 
このように生研機構制度、医薬品基金制度において、業種別の参加企業数等については、食品、化学、医
薬・他化学などの業種に偏っているが、これは研究開発分野がバイオ、医薬等に関連する分野であるからであ
る。また、1 プロジェクト当りの参加企業数、上場企業数が少ないのは、これらの分野の研究開発においては、
要素技術の研究開発が中心であることなどが考えられる。さらに上場企業の内訳では、業種数も少ないが、特
に 1 業種当りの上場企業数が少なく、同業種よりむしろ異業種により共同研究が行われていることを示してい
る。 
創造科学技術制度において、昭和 63 年度に発足した 3 プロジェクトについては、参加企業（研究員の出身
母体）が現在増加しつつある状態であり、それらを除く 15 プロジェクトについて、分析を行った（表 3－12、表 3
－13参照）。 
1 プロジェクト当りの参加企業の構成については、総数、上場企業数は、それぞれ 13.2、6.1 であり、上場企
業の内訳をみると、業種数は 3.4 と多いが、1業種当りの上場企業数は 1.8 と少ない。また、非上場（2.1）、大学
（2.9）、外国（1.8 カ国）からの研究員が多いが、これは他の制度が企業単位であるのに対し、本制度が人中心
の共同研究制度であることと関連していると考えられる。 
業種別の参加企業数については、<1>化学（24 社、26.4％）、<2>電気（24 社、26.4％）、<3>医薬・他化学
（12社、13.1％）、<4>精密・他製造（8社、8.8％）、<5>食品（6社、6.6％）の順である。業種別の参加プロジェク
ト数については、<1>電気（11 プロジェクト、73.3％）、<2>化学（9 プロジェクト、60.0％）、<3>医薬・他化学（7 プ
ロジェクト、46.7％）、<4>精密・他製造（6 プロジェクト、40.0％）、<5>非鉄・金属（4 プロジェクト、26.7％）の順で
あり、平均参加企業数については、化学（2.7）、電気（2.2）は比較的多いが、逆に医薬・他化学（1.7）、非鉄・金
属（1.3）、精密・他製造（1.3）は少ない。また、創造科学技術制度においても、1 プロジェクト当りの業種数は多
いが、1 業種当りの上場企業数は少なく、同業種よりむしろ異業種により共同研究が行われていることを示して
いる。 
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表 3- 8  生研機構制度 1プロジェクト当りの参加企業の構成（平均） 
 
表 3- 9  生研機構制度 業種別参加企業数、参加プロジェクト数 
 
総数 プロジェク
業種数 1業種当り 非上場 財団等 農漁協 ト数
<2>／<1> <3>／<1> <4> <5> <6>／<1> <7>／<1> <8>／<1> <9>／<1> <1>
6.9 3.5 2.5 1.4 3.4 1.6 0.7 1.1 14
上場企業数 そ  の  他
平均参加
順位 比率／<3> 順位 比率／<1> 企業数
A 7 2 4.1 7 2 14.3 1.0
B 3 7 14.3 3 4 28.6 1.8
C 1 10 20.4 2 5 35.7 2.0
D 0 － － － －
E 0 － － － －
F 3 7 14.3 1 6 42.9 1.2
G 7 2 4.1 7 2 14.3 1.0
H 0 － － － －
I 7 2 4.1 7 2 14.3 1.0
J 5 3 6.1 5 3 21.4 1.0
K 1 2.0 1 7.1 1.0
L 0 － － － －
M 0 － － － －
N 5 3 6.1 5 3 21.4 1.0
O 0 － － － －
P 1 2.0 1 7.1 1.0
Q 2 9 18.4 3 4 28.6 2.3
R 7 2 4.1 7 2 14.3 1.0
<3> 49 100.0 35 <4> 250.0 <5>     1.4
<6> 48
 非上場 S <7> 23
 財団等 T <8> 10
 農漁協 U <9> 15
<2> 97
参加企業数 参加プロジェクト数
業  種
 放送、電力、ガス
 鉄鋼
 非鉄、金属
 機械
 電気
 水産、林業、鉱業
 建設
 上場企業計
その他
合  計
 造船
 自動車、他輸送
 精密、他製造
 商業、金融、運輸
 医薬、他化学
 石油、ゴム
 ガラス、土石
 食品
 繊維
 紙、パルプ
 化学
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表 3- 10  医薬品基金制度 1プロジェクト当りの参加企業の構成（平均） 
 
表 3- 11  医薬品基金制度 業種別参加企業数、参加プロジェクト数 
 
総数 プロジェク
業種数 1業種当り 非上場 財団等 ト数
<2>／<1> <3>／<1> <4> <5> <6>／<1> <7>／<1> <8>／<1> <1>
4.0 4.0 3.0 1.3 0 － － 4
上場企業数 そ  の  他
平均参加
順位 比率／<3> 順位 比率／<1> 企業数
A 0 － － － －
B 0 － － － －
C 2 3 18.7 2 2 50.0 1.5
D 3 2 12.5 2 2 50.0 1.0
E 0 － － － －
F 3 2 12.5 2 2 50.0 1.0
G 1 7 43.7 1 4 100.0 1.8
H 0 － － － －
I 0 － － － －
J 0 － － － －
K 5 1 6.3 5 1 25.0 1.0
L 0 － － － －
M 5 1 6.3 5 1 25.0 1.0
N 0 － － － －
O 0 － － － －
P 0 － － － －
Q 0 － － － －
R 0 － － － －
<3> 16 100.0 12 <4> 300.0 <5>     1.3
<6> 0
 非上場 S <7> －
 財団等 T <8> －
<2> 16
参加企業数 参加プロジェクト数
業  種
 放送、電力、ガス
 鉄鋼
 非鉄、金属
 機械
 電気
 水産、林業、鉱業
 建設
 上場企業計
その他
合  計
 造船
 自動車、他輸送
 精密、他製造
 商業、金融、運輸
 医薬、他化学
 石油、ゴム
 ガラス、土石
 食品
 繊維
 紙、パルプ
 化学
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表 3- 12  創造科学技術制度 1プロジェクト当りの参加企業（研究員出身母体）の構成（平均） 
 
表 3- 13  創造科学技術制度 業種別参加企業数、参加プロジェクト数 
 
総数 プロジェク
業種数 1業種当り 非上場 財団等 大学 外国 ト数
<2>／<1> <3>／<1> <4> <5> <6>／<1> <7>／<1> <8>／<1> <9>／<1> <10>/<1> <1>
13.2 6.1 3.4 1.8 7.1 2.1 0.3 2.9 1.8 15.0
上場企業数 そ  の  他
平均参加
順位 比率／<3> 順位 比率／<1> 企業数
A 0 － － － －
B 1 1.1 1 6.7 1.0
C 5 6 6.6 7 2 13.3 3.0
D 7 3 3.3 6 3 20.0 1.0
E 1 1.1 1 6.7 1.0
F 1 24 26.4 2 9 60.0 2.7
G 3 12 13.1 3 7 46.7 1.7
H 0 － － － －
I 8 2 2.2 7 2 13.3 1.0
J 8 2 2.2 7 2 13.3 1.0
K 6 5 5.5 5 4 26.7 1.3
L 8 2 2.2 7 2 13.3 1.0
M 1 24 26.4 1 11 73.3 2.2
N 1 1.1 1 6.7 1.0
O 0 － － － －
P 4 8 8.8 4 6 40.0 1.3
Q 0 － － － －
R 0 － － － －
<3> 91 100.0 51 <4> 340.0 <5>     1.8
<6> 107
 非上場 S <7> 32
 財団等 T <8> 5
 大学 U <9> 43
 外国（カ国） V <10> 27
<2> 198
参加企業数 参加プロジェクト数
業  種
 放送、電力、ガス
 鉄鋼
 非鉄、金属
 機械
 電気
 水産、林業、鉱業
 建設
 上場企業計
その他
合  計
 造船
 自動車、他輸送
 精密、他製造
 商業、金融、運輸
 医薬、他化学
 石油、ゴム
 ガラス、土石
 食品
 繊維
 紙、パルプ
 化学
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3-4 参加企業の同業種、異業種の組合せ 
 
各共同研究制度について、1 プロジェクト当りの業種数、1 業種当りの上場企業数を基に、同業種、異業種
の組合せについて分析・検討を行った。その際、各共同研究制度において、上場企業なしのプロジェクトは分
析対象から除外し、1 業種当りの上場企業数については、各プロジェクトを同一ウエイトにするため単純平均に
より算出した。分析結果は表 3－14 のとおりであり、1 プロジェクト当りの業種数が多く、1 業種当りの上場企業
数が少ないほど、同業種よりむしろ異業種により共同研究が行われていることを示している。 
研究組合制度において（分析対象 88）、1 プロジェクト当りの業種数は 3.6 であり、1 業種当りの上場企業数
は 3.2 である。これについて設立年度ごとの推移をみると、1 プロジェクト当りの業種数は、昭和 45～49 年度に
おいて 2.2であるが、その後設立年度とともに増加し、昭和 60年度以降において 4.3である。一方、1業種当り
の上場企業数は、昭和 45～49 年度において 3.0 であり、昭和 50～54 年度において 3.4 であるが、その後減
少し、昭和 60年度以降において 3.0である。このように設立年度の推移とともに、1プロジェクト当りの業種数は
増加し、1 業種当りの上場企業数はやや減少傾向を示しており、同業種よりむしろ異業種により共同研究が行
なわれるようになってきていることを示している。 
また、昭和 60年度以降創設された基盤技術制度においては（分析対象 34）、1プロジェクト当りの業種数、1
業種当りの上場企業数は、それぞれ 3.2、2.7であり、生研機構制度においては（分析対象 13）、2.7、1.3であり、
医薬品基金制度においては（分析対象 4）、3.0、1.3である。また、昭和 56年度に創設された創造科学技術制
度における各プロジェクトの研究員の出身母体については（分析対象 15）、1プロジェクト当りの業種数、1業種
当りの上場企業数は、それぞれ 3.4、1.7である。このように生研機構制度、医薬品基金制度、創造科学技術制
度において、研究組合制度（全体）に比べ同業種よりむしろ異業種により共同研究が行われている。 
一方、研究開発分野と同業種、異業種の組合せについて検討してみると、基盤技術制度におけるバイオ関
連の研究開発、及び生研機構制度、医薬品基金制度においては、いずれも 1 プロジェクト当りの業種数は多
いが、1 業種当りの上場企業数は少なく、同業種よりむしろ異業種により共同研究が行われていることがわかる。
これに対し基盤技術制度のエレクトロニクス分野においては、逆に 1プロジェクト当たりの業種数は少なく、1業
種当りの上場企業数は多く、異業種よりむしろ同業種により共同研究が行われていることがわかる。これはバイ
オ関連の研究開発が様々な業種に関連する分野であるのに対し、エレクトロニクス関連の研究開発が 1 つの
業種（電気）の本業分野であることなどによるものであると考えられる。 
このように近年共同研究が同業種よりむしろ異業種により実施されるようになったのは、研究開発分野が本
業分野等 1つの業種から、複数の業種に関連した分野へと変化してきたこと、また、各業種が本業分野の成熟
等により様々な分野へ進出するようになってきたことなどが考えられる。さらに参加企業にとって、同業種との共
同研究においては、本来競争相手であり技術流出、研究成果の取扱い等の面でより複雑な問題を伴うが、反
面、異業種との共同研究においては、技術の融合・向上等を図る上でメリットが大きいことなども関連していると
考えられる。 
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表 3- 14  各共同研究制度における同業種、異業種の組合せ 
 
1プロジェクト 1業種当り
当り業種数 上場企業数
88 3.6 3.2
 昭和36～39年度 3 3.0 3.3
 昭和40～44年度 0 － －
 昭和45～49年度 13 2.2 3.0
 昭和50～54年度 14 3.4 3.4
 昭和55～59年度 35 3.9 3.3
 昭和60年度～ 23 4.3 3.0
34 3.2 2.7
 新素材 5 2.8 2.9
 バイオ 4 3.8 1.3
 機  械 5 4.6 2.3
 エレクトロニクス 8 2.8 4.2
 電気通信 12 2.9 2.3
13 2.7 1.3
4 3.0 1.3
15 3.4 1.7
（注）本表は、資料1を基に作成した。
研
究
分
野
別
 生研機構制度（昭和61年度～）
 医薬品基金制度（昭和62年度～）
 創造科学技術制度（昭和56年度～）
 基盤技術制度（全体）（昭和60年度～）
 研究組合制度（全体）
制    度 プロジェクト数
設
立
年
度
別
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第4章 研究開発分野と技術融合 
 
第 3 章において、近年同業種よりむしろ異業種により共同研究が行なわれるようになってきたことがわかった
が、本章では、具体的にどういう業種の組合せ（技術融合）により、共同研究が実施されているのかを、研究開
発分野と関連させて分析・検討を行った。 
 
4-1 各共同研究制度における研究開発分野と業種の組合せ 
 
各共同研究制度のプロジェクトにおいて、参加企業が最も多い業種をそのプロジェクトの主業種、2 番目に
多い業種を従業種とし（資料 1参照）、研究開発分野と主業種、従業種の組合せの関連について分析・検討を
行った。 
 
(1) 鉱工業技術研究組合制度 
 
研究組合制度の各プロジェクトにおける主業種、従業種の組合せを表 4-1 に示した。合計 94 はプロジェクト
数に一致し、参加企業数が同数により主業種、従業種が 2 業種以上の場合は按分した。主な主業種、従業種
の組合せについて表 4-2にまとめた。 
 
表4-2 研究組合制度 主な主業種、従業種の組合せ 
 
 
 プロジェ  プロジェ  プロジェ  プロジェ
 クト数  クト数  クト数  クト数
 1．電気 22.25  －(同業種のみ) 11  4．食品 7.5  化学 2.5
 機械 2.5  電気 2
 非鉄・金属 2  機械 1
 自動車、他輸送 2  5．造船 7.33  鉄鋼 2.17
 放送、電力、ガス 1.5  － 2
 造船 1  機械 1.5
 精密、他製造 1  6．放送、電力 6.5  － 5
 2．化学 12.75  医薬、他化学 4  7．非鉄・金属 5.33  電気 1.5
 機械 2  鉄鋼 1.42
 電気 1.08  造船 1.16
 食品 1  8．繊維 5  化学 1.34
 繊維 1  ガラス、土石 1.33
 ガラス、土石 1  商業、金融、運輸 1
 － 1  － 1
 3．鉄鋼 9.09  造船 2.92  9．機械 4  自動車、他輸送 1.25
 非鉄・金属 2.17  － 1
 石油、ゴム 1  10．ガラス、 2
 － 1         土石
従業種主業種 従業種 主業種
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表4-1 鉱工業技術研究組合制度 各プロジェクトの主業種、従業種の組合せ 
 
 
－
１
８
－
 
業 水 建 食 繊 パ 紙 化 他 医 ゴ 石   土 ガ 鉄 金 非 機 電 造 他 自 他 精 融 商 力 放  な  従 合
鉱 産  イ  化        ラ 輸 動 製 密 運 業 ガ 送   し  業
業 林 設 品 維  プ 学 学 薬 ム 油   石 ス 鋼 属 鉄 械 気 船 送 車  造 輸 金 ス 電        種 計
  主  業  種 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R
 水産、林業、鉱業 A 0.5 0.5
 建設 B 0.09 0.5 0.08 0.08 0.5 1.25
 食品 C 0.34 2.5 0.33 1 2 0.83 0.5 7.5
 繊維 D 1.34 1.33 0.33 1 1 5
 紙、パイプ E 1 1
 化学 F 0.5 0.09 1 1 4 0.5 1 0.58 2 1.08 1 12.75
 医薬、他化学 G 0
 石油、ゴム H 0.5 0.5 0.5 1.5
 ガラス、土石 I 0.84 0.33 0.83 2
 鉄鋼 J 0.5 0.33 0.08 1 0.25 2.17 0.75 0.09 2.92 1 9.09
 非鉄、金属 K 0.25 1.42 1.5 1.16 0.25 0.25 0.5 5.33
 機械 L 0.5 0.25 0.75 1.25 0.25 1 4
 電気 M 0.08 0.5 0.08 0.5 0.09 2 2.5 1 2 1 1.5 11 22.25
 造船 N 0.5 0.5 2.17 0.16 1.5 0.5 2 7.33
 自動車、他輸送 O 1 1
 精密、他製造 P 1 1
 商業、金融、運輸 Q 0
 放送、電力、ガス R 0.33 0.34 0.83 5 6.5
 上場企業なし 6 6
 合  計 1 1.84 2 1.5 0 6.18 5.33 1.5 3.58 5 5.25 8.25 8.66 6.91 3.5 1.25 1.5 2.75 28 94
 従業種比率 1.1 2.0 2.1 1.6 － 6.6 5.7 1.6 3.8 5.3 5.6 8.8 9.2 7.3 3.7 1.3 1.6 2.9 29.8 100.0
 (注)  本表は、資料1を基に作成した。
         記載例 ： あるプロジェクトにおいて、主業種がA、従業種がBとCの2業種の場合には、主業種Aの欄において、従業種B及びCについて、それぞれ1/2となる。また、従業種が
                          3業種の場合には、それぞれ1/3となる。
               従  業  種
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研究組合制度の各プロジェクトについては、研究開発分野が特定されていないため、各プロジェクトの主業
種、従業種の組合せから、研究開発分野について検討を行った。したがって、それらの組合せの総てのプロジ
ェクトが該当する研究開発分野である訳ではなく、逆にそれ以外の組合せであっても、ここに挙げた研究開発
分野に該当するプロジェクトもある。 
 
(i) 電気に関連する組合せ 
主業種、従業種とも最もプロジェクト数の多い電気との組合せについては、同業種だけで研究開発をしてい
るプロジェクトが多いのが 1つの特徴であり、これらはエレクトロニクス関連のプロジェクトが多い（表 4-3参照）。
またこれらの中には、昭和 40 年代後半から 50 年代半ばにおいて、コンピュータ関連のプロジェクトがみられる
が、これは特に米国のコンピュータ技術に対して、我が国の技術力の育成・強化等が目的であったと考えられ
る。 
 
表4-3 電気(M)の同業種による組合せ［対象 11］ 
 
一方、電気と異業種との組合せでは、非鉄・金属、機械、造船、自動車・他輸送、精密・他製造との共同研
究において（電気が必ず主業種、従業種のどちらかである）、メカトロニクス（機械・電気融合技術）関連のプロ
ジェクトが多い（表 4-4 参照）。これらの中には、電気が主業種になっているプロジェクトが多く、電気が主導的
な役割を果たしてきたと考えられる。また、大型プロジェクト制度の委託によるものが 6 プロジェクト含まれてい
る。 
 
番 1業種
号 当り
17  超高性能コンピュータ開発 47. 8 M － 5 3 1 3.0
18  新コンピュータ・シリーズ 47. 8 M － 6 2 1 2.0
19  超高性能電子計算機 47. 8 M － 3 2 1 2.0
28  自動計測 49. 5 M － 7 7 1 7.0
34  超エル・エス・アイ 51. 3 M － 7 5 1 5.0
37  パターン情報処理システム （大） 52. 3 M － 5 5 1 5.0
43  電子計算機基本 54. 7 M － 10 8 1 8.0
44  青果物選別包装 （農） 54. 1 M － 3 1 1 1.0
55  科学技術用高速計算システム （大） 56.12 M － 6 6 1 6.0
80  アルカリ乾電池 59. 9 M － 8 3 1 3.0
81  資源リモートセンシング （大） 60. 1 M － 13 5 1 5.0
6.6 4.3 1.0 4.3
（注）本表は、資料1及び表4-1を基に作成した。1業種当りの参加企業数（平均）については単純平均である。
　　　表4-4～表4-10についても同じ。
業種数技術研究組合名
平    均
主業種 従業種 総数 上場数設立
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表4-4 電気(M)と非鉄・金属(K)、機械(L)、造船(N)、自動車・他輸送(O)、精密・他製造(P)の組合せ
［対象 13］ 
 
電気とその他の異業種との組合せでは、昭和 50 年代後半以降、ガラス・土石、非鉄・金属との共同研究に
おいて、新素材開発のプロジェクトが多く（表 4-5参照）、また食品、化学との共同研究において、バイオ関連の
プロジェクトがみられる（表 4-6参照）。これらの中には、電気は従業種であるプロジェクトが多いが、これは新素
材、バイオ関連の研究開発において、電気においてもユーザー面等から研究開発に参加するようになってき
たことなどが考えられる。 
 
表4-5 電気(M)とガラス・土石(I)、非鉄・金属(K)の組合せ［対象 4］ 
 
番 1業種
号 当り
14  自動車公害安全機器 46.  2 M L、O 7 4 3 1.3
15  総合自動車安全・公害 46.12 O M 6 4 2 2.0
20  医用機器安全 48.  4 M P 11 7 3 2.3
30  自動車総合管制 （大） 49.11 M K、O 10 9 3 3.0
35  技術研究組合  医療福祉機器研究所 51.  8 M D、K 46 30 8 3.8
38  電気自動車 53.  2 M O 11 9 2 4.5
40  レーザー応用複合生産 （大） 53.  4 L KMOR 9 6 5 1.2
41  高効率ガスタービン 53.  9 N J、M 14 13 5 2.6
49  光応用システム （大） 56.  1 M K 15 13 4 3.3
76  極限作業ロボット （大） 59.  2 M N 20 16 6 2.7
86  アクアルネサンス （大） 60.12 L B、M 22 16 6 2.7
98  超先端加工システム （大） 62.  1 M L 21 16 6 2.7
04  溶融炭酸塩型燃料電池発電 63.  1 M L 14 11 5 2.2
15.8 11.8 4.5 2.6
業種数技術研究組合名
平    均
主業種 従業種 総数 上場数設立
番 1業種
号 当り
52  ファインセラミックス （次） 56.8 I F、J、M 16 15 8 1.9
70  導電性無機化合物 58.9 I、M I、M 5 5 3 1.7
73  形状記憶合金 58.9 K M 6 6 3 2.0
01  超電導発電関連機器・材料 62.9 K M、R 14 11 4 2.8
10.3 9.3 4.5 2.1
業種数技術研究組合名
平    均
主業種 従業種 総数 上場数設立
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表4-6 電気(M)と食品(C)、化学(F)の組合せ［対象 4］ 
 
 
(ii) 化学に関連する組合せ 
化学に関連する組合せでは、繊維、化学、ガラス・土石の 3業種間の組合せにおいて、昭和 50年代後半以
降、新素材関連のプロジェクトが多いが（表 4-7参照）、これらの中には、次世代制度の委託によるものが 2プロ
ジェクト含まれている。 
また、食品、化学、医薬・他化学の 3 業種間の組合せにおいて、昭和 50 年代後半以降、バイオ関連のプロ
ジェクトが多いが（表 4-8参照）、これらの中には、農林水産省所管のものが 5 プロジェクト含まれている。 
 
表4-7 繊維(D)、化学(F)、ガラス・土石(I)の組合せ［対象 8］ 
 
番 1業種
号 当り
36  新住宅供給システム 52. 2 BFJM BFJM 11 9 5 1.8
69  生体機能利用化学品新製造 58. 9 F M 7 7 4 1.8
92  食品産業オンラインセンター （農） 61. 8 C M 36 25 7 3.6
02  食品産業酵素機能変換 （農） 46.10 C M 12 9 3 3.0
16.5 12.5 4.8 2.6
業種数技術研究組合名
平    均
主業種 従業種 総数 上場数設立
番 1業種
号 当り
31  塩化ビニール環境 50.4 F I、L 18 11 3 3.7
46  高分子応用 55.7 D F、I、K 8 8 4 2.0
52  ファインセラミックス （次） 56.8 I F、J、M 16 15 8 1.9
54  高分子基盤 （次） 56.8 D F 11 11 4 2.8
59  酸素富化膜燃焼 57.9 D I 7 7 4 1.8
68  高効率合繊 58.9 D － 8 8 1 8.0
71  高性能樹脂新製造 58.9 F D 5 5 2 2.5
05  人工粘土合成 63.5 F、I F、I 6 2 2 1.0
9.9 8.4 3.5 3.0
業種数技術研究組合名
平    均
主業種 従業種 総数 上場数設立
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表4-8 食品(C)、化学(F)、医薬・他化学(G)の組合せ［対象 10］ 
 
(iii) 電気、化学以外の業種に関連する組合せ 
電気、化学以外の業種に関連する組合せをみると、鉄鋼、非鉄・金属、機械、造船、自動車・他輸送の各業
種間の組合せにおいて、巨大システム技術関連のプロジェクトが多いが（表 4-9 参照）、特に、鉄鋼と造船の組
合せのプロジェクトが目立つ。一方、鉄鋼と非鉄・金属の組合せ（No13、58、66、72、84）の中には、新素材関
連のプロジェクトもみられる。またこれらの中には、大型プロジェクト制度の委託によるものが 5 プロジェクト含ま
れている他、運輸省所管の 2つのプロジェクトについても、この中に含まれている。 
その他、放送・電力・ガスについては、同業種だけで、あるいは電気との組合せで、エネルギー関連のプロ
ジェクトが多い（表 4-10参照）。 
 
 
番 1業種
号 当り
11  農業の光線選択利用 （農） 39.  7 F G 5 3 2 1.5
48  シー・ワン化学 （大） 55.10 F － 16 11 1 11.0
51  合成染料 56.  7 F G 5 4 2 2.0
53  バイオテクノロジー開発 （次） 56.  8 F C 14 13 4 3.3
63  エネルギー開発用界面活性剤 57.11 F G 6 6 2 3.0
75  燃料用アルコール開発 58.11 C B、G、N 7 6 4 1.5
78  農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59.  7 F G 16 13 3 4.3
94  農業生物遺伝子構造解析 （農） 61.  9 C F 4 3 2 1.5
96  家畜受精卵移植 （農） 61.10 C F、Q 13 5 3 1.7
06  食品産業ハイセパレーション （農） 63.  9 C F 44 29 8 3.6
13.0 9.3 3.1 3.3
業種数技術研究組合名
平    均
主業種 従業種 総数 上場数設立
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表4-9 鉄鋼(J)、非鉄・金属(K)、機械(L)、造船(N)、自動車・他輸送(O)の組合せ［対象 21］ 
 
表4-10 放送・電力・ガス(R)の同業種、及び電気(M)との組合せ［対象 8］ 
 
番 1業種
号 当り
13  アルミ表面処理 40.  2 K FJOP 29 9 5 1.8
21  原子力製鉄 （大） 48.  5 J N 13 11 4 2.8
22  鉄鋼業窒素酸化物防除 49.  3 J － 9 9 1 9.0
29  高温構造安全 49.  9 J N 23 18 6 3.0
33  航空機用ジェットエンジン （大） 51.  3 N － 3 3 1 3.0
39  海底石油生産システム研究所 （大） 53.  3 J、N J、N 18 13 5 2.6
40  レーザー応用複合生産 （大） 53.  4 L KMOR 9 6 5 1.2
41  高効率ガスタービン 53.  9 N J、M 14 13 5 2.6
47  定住圏用排水処理機械システム 55.  7 L － 8 5 1 5.0
56  マンガン団塊採鉱システム （大） 57.  1 K N 20 19 7 2.7
57  工業炉技術研究所 57.  9 J BILN 7 6 5 1.2
58  製錬新基盤 57.  9 J K 17 16 2 8.0
62  原油二次・三次回収 57.11 J A、L 13 9 5 1.8
65  石炭露天掘機械 58.  3 L O 11 11 5 2.2
66  アルミニウム新製錬 58.  4 J、K、N J、K、N 7 3 3 1.0
72  アルミニウム粉末冶金 58.  9 K J 9 6 2 3.0
74  高信頼度船舶推進プラント （運） 58.  9 N J、L 7 7 3 2.3
82  スーパーヒートポンプエネルギー 60.  4 N B、L 17 15 7 2.1
84  原子力用次世代機器開発研究所 60.10 J K 31 25 7 3.6
91  ガスタービン実用性能向上 61.  7 N － 3 3 1 3.0
07  テクノスーパーライナー （運） 未定 N J、L 7 7 3 2.3
13.1 10.2 4.0 3.1
業種数技術研究組合名
平    均
主業種 従業種 総数 上場数設立
番 1業種
号 当り
24  事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 R － 14 1 1 1.0
25  オペレーションリサーチ計算 49. 3 R － 8 1 1 1.0
50  小型ガス冷房 56. 5 M R 15 12 5 2.4
85  富山県地域システム開発 60.10 R － 18 2 1 2.0
87  石炭利用水素製造 61. 5 R J、K、M 9 6 4 1.5
88  石炭ガス化複合発電 61. 6 R － 11 9 1 9.0
99  レーザー濃縮 62. 4 R － 12 9 1 9.0
00  アドバンス・コジェネレーション 62. 6 M、R M、R 17 16 4 4.0
13.0 7.0 2.3 3.7
業種数技術研究組合名
平    均
主業種 従業種 総数 上場数設立
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(2) 基盤技術研究促進制度 
 
基盤技術制度以下の各共同研究制度については、プロジェクト数が少なく、研究開発分野が特定されてい
ることもあり、各プロジェクトごとの主業種、従業種の組合せから、研究開発分野と業種の組合せについて検討
を行った（資料 1参照）。 
基盤技術制度において、研究開発分野は鉱工業と電気通信分野に区分され、鉱工業の研究開発は、さら
に新素材、バイオ、機械、エレクトロニクス関連の研究開発に区分される。 
新素材関連の研究開発においては、ガラス・土石、鉄鋼、非鉄・金属の組合せが多いが、その他、化学
（No3 コロイドリサーチ）、造船（No4 レオテック）、精密・他製造（No1 非酸化物ガラス研究開発）が関連した
組合せもみられる。バイオ関連の研究開発においては、食品、化学の組合せが多いが、その他、繊維（No7 
蛋白工学研究所、No8 バイオマテリアル研究所）、非鉄・金属（No8 バイオマテリアル研究所）、石油・ゴム、電
気（ともに No9 ピーシーシーテクノロジー）が関連した組合せもみられる。機械関連の研究開発においては、
機械、電気、自動車・他輸送の組合せが多い。 
また、エレクトロニクス、及び電気通信分野の研究開発においては、電気が主業種であるものがほとんどであ
る。エレクトロニクス関連のプロジェクトにおいては、すべて電気が主業種であり、電気だけによる共同研究、及
び異業種との組合せでは、非鉄・金属、精密・他製造、放送・電力・ガスとの組合せの他、鉄鋼（No21 アモル
ファス電子デバイス研究所）、化学、ガラス・土石（ともにNo22 ジーティーシー）との組合せがみられる。電気通
信分野のプロジェクトにおいても、電気が主業種であるものがほとんどであり、放送・電力・ガスとの組合せが多
いのが特徴である。 
 
(3) 生物系特定産業技術研究推進機構制度等、各共同研究制度 
 
生研機構制度、医薬品基金制度においては、主にバイオ関連の研究開発であると考えられる。生研機構制
度において、食品（No3 ナーサリーテクノロジー、No5 醸造資源研究所、No6 水産種苗開発センター、No8 
加工米育種研究所）、化学（No2 沖永良部球根バイオ研究所、No10 エヌティーサイエンス）の他、建設（No9 
環境緑化資源開発センター、No11 ジャパンターフグラス）、造船（No4 岩手バイオマス研究センター）が関連
した組合せがみられ、これらの業種がバイオ関連の研究開発に進出してきていることが注目される。また、地域
との関連で金融等が関連した組合せが目立つ。 
医薬品基金制度においては、医薬・他化学と（必ず主業種、従業種のどちらかである）、食品、化学との組
合せが多いが、その他、繊維、電気（ともに No2 バイオセンサー研究所）、非鉄・金属（No4 人工血管技術研
究センター）が関連した組合せもみられる。 
創造科学技術制度において、参加企業の業種の組合せをみると、食品、化学、医薬・他化学の組合せ、非
鉄・金属、電気、精密・他製造の組合せの他、電気と化学の組合せが多いのが特徴である。 
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4-2 研究開発分野と業種の組合せ（技術融合） 
 
(1) 鉱工業技術研究組合制度 
 
研究組合制度における研究開発分野と、主な参加企業の業種の組合せについてまとめてみると、表 4-11の
ようになる。 
 
表4-11 研究組合制度における研究開発分野と業種の組合せ 
 
表 4-12 は表 4-1 を基に各業種の配置を変更し、研究開発分野と業種の組合せ（技術融合）を示したもので
あり、同業種だけのプロジェクトについては、対角線上に表示し、また主業種、従業種が0.5以下の組合せにつ
いては省略してある。 
 
(2) 基盤技術研究促進制度等、各共同研究制度 
 
研究組合制度において、主業種、従業種の組合せから研究開発分野を特定したが、基盤技術制度以下の
各共同研究制度において、研究開発分野から参加企業の業種の組合せを検討した結果、表 4-11の関係が確
認された。 
一方、基盤技術制度等の各共同研究制度をみると、新素材、バイオ、エレクトロニクス関連の研究開発にお
いて、近年様々な業種がその組合せに加わってきていることがわかる。これは研究開発分野と業種の組合せ
の関連について、表 4-11 に示された組合せを中心に、さらに広範囲な業種の組合せ（技術融合）が行なわれ
てきていることを示している。例えば、新素材関連の研究開発における造船、精密・他製造、バイオ関連の研
究開発における建設、繊維、非鉄・金属、造船、エレクトロニクス関連の研究開発における化学、ガラス・土石、
鉄鋼などがその例である。 
 
 
 
年度区分 研究開発分野 業種の組合せ
 昭和40年代  エレクトロニクス  電気（同業種）
 後半～  メカトロニクス  電気（必ず主業種、従業種のどちらかである）
  －  非鉄・金属、機械、造船、自動車・他輸送、精密・他製造
 巨大システム技術  鉄鋼、非鉄・金属、機械、造船、自動車・他輸送の組合せ
 昭和50年代  新素材  繊維、化学、ガラス・土石の組合せ
 後半～  ガラス・土石、非鉄・金属 － 電気（従業種）
 鉄鋼、非鉄・金属の組合せ
 バイオ  食品、化学、医薬・他化学の組合せ
 食品、化学 － 電気（従業種）
 -26- 
表4-12 鉱工業技術研究組合制度 各プロジェクトの主業種、従業種の組合せ 
 
 
業 水 建 パ 紙 ゴ 石 食 他 医 化 繊  土 ガ 電 金 非 鉄 造 機 他 自 他 精 融 商 力 放 業 上 合
鉱 産  ル  化       ラ 輸 動 製 密 運 業 ガ 送 な 場
業 林 設  プ ム 油 品 学 薬 学 維  石 ス 気 属 鉄 鋼 船 械 送 車  造 輸 金 ス 電 し 企 計
  主  業  種 A B E H C G F D I M K J N L O P Q R
 水産、林業、鉱業 A 0.5
 建設 B 1.25
 紙、パイプ E 1 1
 石油、ゴム H 1.5
 食品 C 2.5 2 0.83 1 7.5
 医薬、他化学 G 0    バイオ
 化学 F 1 4 1 1 1 1.08 0.58 2 12.75
 繊維 D 1.34 1 1.33 1 5      新素材
 ガラス、土石 I 0.84 0.83 2
 電気 M 11 2 1 2.5 2 1 1.5 22.25        エレクトロ
 非鉄、金属 K 1.5 1.42 1.16 5.33       ニクス
 鉄鋼 J 1 2.17 1 2.92 0.75 9.09                  メカトロニクス
 造船 N 2.17 2 1.5 7.33
 機械 L 0.75 1 1.25 4    巨大システム
 自動車、他輸送 O 1 1    技術
 精密、他製造 P 1 1
 商業、金融、運輸 Q 0
 放送、電力、ガス R 0.83 5 6.5
 上場企業なし 6 6
 合  計 1 1.84 0 1.5 2 5.33 7.18 2.5 3.58 19.66 5.25 6 8.91 9.25 3.5 1.25 1.5 7.75 6 94
 (注)  本表は、表4-1を基に作成した。
         各組合せにおいて0．5以下は省略し、同業種のみの組合せは、対角線上に表示した。
               従  業  種
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第5章 同業種の参加状況 
 
第 4 章において参加企業の業種の組合せについて検討したが、ここでは同業種の参加状況について、企
業の多角化と関連させて分析・検討を行なった。 
 
5-1 各業種における多角化と共同研究への参加状況 
 
昭和 30 年代後半から 40 年代にわたり、経済成長を牽引してきた基礎素材ならびに重厚長大型の企業は、
2 度にわたる石油ショックを契機に構造転換を余儀なくされ、また、昭和 60 年以降の急激な円高による不況は、
これをさらに加速した。各業種の構造転換（多角化）については、研究開発費の本業分野比率の推移をみると、
基礎素材あるいは重厚長大型の業界において、本業分野の研究開発費の減少が激しいが（図 5－1 参照）、
他の業種においても同様の傾向がみられる。 
 
図 5- 1  研究開発費の本業分野比率の推移 
 
本章では、共同研究への参加企業数が比較的多く、また多角化の進展状況がそれぞれ異なる繊維、鉄鋼、
造船の 3 業種を中心に、同業種の参加状況について、多角化の進展状況、研究開発分野等と関連させて分
析・検討を行った。なお資料 2は、これら 3業種の他、共同研究への参加が比較的多い業種について、主要企
業（1989 年 2 月 1 日現在資本金上位 10 社、会社四季報 1989 年 2 集（東洋経済新報社）による）の各プロジ
ェクトへの参加状況を示したものである。 
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(1) 繊維 
 
(i) 多角化の状況 
我が国の繊維業界は、1973年（昭和48年）の石油ショック以降、内需の停滞と国際競争力の低下、さらに世
界的な繊維需要の伸び悩みも加わって極端な構造不況に陥った。繊維各社は、減量経営を進めるかたわら、
繊維部門の高付加価値化と非繊維部門の育成・強化に活路を求めた。 
繊維業界の多角化について、研究開発費の製品分野別内訳の推移をみると、本業分野（繊維、化学繊維）
の研究開発費は、昭和 40 年代後半の約 70％からその後年々減少し、昭和 57 年度以降は 50％を下回るよう
になった。これに対し昭和 55 年度以降化学肥料、有機・無機化学工業製品の研究開発費は 15％前後に、ま
た昭和 57 年度以降医薬品の研究開発費は 15～20％になり、特に第 2 次石油ショック以降昭和 50 年代後半
から、研究開発費において非繊維分野への投資が増大してきている（図 5-2参照）。 
 
図 5- 2  研究開発費の製品分野別内訳の推移（繊維工業） 
 
繊維各種の多角化について、大手 3社（いずれも合繊メーカ）を例に調査した。3社の繊維部門の売上構成
比（昭和 63 年度）をみると、旭化成工業（株）が 20％であるのに対し、東レ（株）57％、帝人（株）65％と、大きな
格差がある（表 5-1 参照）。これは東レ（株）、帝人（株）が化学繊維メーカとして設立されたのに対し、旭化成工
業（株）がアンモニア合成などの技術をもとに化学会社として設立されたこと、及び同社が積極的な多角化を図
ってきたことなどによるものと考えられる。 
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3 社の非繊維部門の売上をみると（昭和 63 年度）、東レ（株）においては、化学（プラスチック、ケミカル）35％、
新事業 8％であり、旭化成工業（株）においては、化学（化成品樹脂）46％、建材・住宅 30％、医薬・食品 4％で
あり、帝人（株）においては、化学（化成品）22％、医薬 11％である。このように各社とも、非繊維部門の柱として
化学部門の伸長が著しいが、それに次ぐ第 3 の柱として、旭化成工業（株）においては、建材・住宅が繊維部
門の売上を上回っており、帝人（株）においては医薬が売上の 11％を占めるに至っている。 
 
表 5- 1  繊維大手 3社の売上構成比の推移 
 
(ii) 主要企業の参加状況 
繊維各社の共同研究への参加状況をみると、東レ（株）（11）、旭化成工業（株）（11）などにおいて参加プロ
ジェクト数が多い。また、主要企業（資本金上位10社）の参加プロジェクト数の合計は46であり、繊維合計（50）
に対して、92％を占めている（表 5-2参照）。 
 
表 5- 2  主要企業の参加状況（繊維、資本金上位 10社） 
 
共同研究制度 東  レ 旭化成 帝  人 三菱レ 東洋紡 厚木ナ 鐘  紡 ユニチカ 日清紡 クラレ
（資本金、億円） (887) (756) (613) (412) (387) (270) (239) (237) (201) (201)
 研究組合制度 6 9 5 1 6 1 2 5 3 38
 基盤技術制度 3 1 1 1 1 7
 生研機構制度 0
 医薬品基金制度 1 1 2
 創造科学技術制度 2 1 3
合    計 11 11 5 2 7 0 1 3 0 6 4 50
（注）本表は、資料2を基に作成した。繊維以外の他の業種についても同じ。
その他 合  計
（％）
50 55 56 57 58 59 60 61 62 63
  <東  レ>
 繊  維 78 74 72 69 68 65 63 61 59 57
 化  学 20 23 24 27 29 31 32 33 35 35
新事業等 2 3 4 4 3 4 5 6 6 8
  <旭化成>
 繊  維 59 38 36 33 30 28 28 27 23 20
 化  学 32 43 44 46 49 50 49 45 46 46
 建材、住宅 6 15 16 17 18 18 20 24 27 30
 医薬、食品 3 4 4 4 3 4 3 4 4 4
  <帝  人>
 繊  維 69 70 72 76 76 74 71 69 68 65
 化  学 19 27 26 22 21 21 23 23 22 22
 医  薬 2 4 5 7 9 11
技術プラント 12 3 2 2 1 1 1 1 1 2
（注）本表は、有価証券報告書等を基に作成した。
製品部門     年度
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各プロジェクトにおける同業種（繊維）の参加状況について（資料 2参照）、大手 3社を例に調査した。この結
果、繊維各社が参加しているプロジェクト（総数 22）の内訳は、大手 3 社が揃って参加しているプロジェクトが 4、
2社が参加しているプロジェクトが 2、大手 3社のうち 1社で参加しているプロジェクトが 11、大手 3社の参加し
ていないプロジェクトが 5である（表 5-3参照）。 
研究組合制度において、大手 3社が揃って参加しているプロジェクトをみると、No68高効率合繊（58.9）など
本業分野に関連する研究開発の他、No46 高分子応用（55.7）、No54 高分子基盤（56.8）など化学分野に関
連する研究開発がみられる。これは昭和 50年代中盤において、各社（大手 3社他）共通に化学分野への多角
化を進展させていたことと関連していると考えられる。一方、大手 3 社のうち 1 社で参加しているプロジェクトに
ついては、4 プロジェクトとも旭化成工業（株）が大手 3 社以外も含めて、同業種として単独で参加している。こ
れは同社が化学会社として設立・発展してきたこと、早くから多角化を図ってきたことと関連していると考えられ
る。 
基盤技術研究制度以下の各共同研究制度において、大手 3 社あるいは 3 社のうち 2 社が揃って参加して
いるプロジェクトはない。基盤技術制度において、大手 3社のうち 1社で参加しているプロジェクトについては、
3プロジェクトとも東レ（株）が、同業種としては単独、あるいは大手 3社以外と揃って参加しているプロジェクトで
あり、バイオ関連（No7 蛋白工学研究所、No8 バイオマティリアル研究所）、新素材関連（No12 次世代航空
機基盤技術研究所）の研究開発により、多角化の進展を図っているものと考えられる。医薬品基金制度、創造
科学技術制度においては、すべてのプロジェクトにおいて同業種としては各社単独でバイオ関連等の研究開
発に参加している。 
 
表 5- 3  繊維大手 3社の参加状況別 プロジェクト数 
 
 
 
                   参加状
況
3社 2社 1社
  制  度 東  レ 旭化成 帝  人
 研究組合制度 4 2 4 4 2 12
 基盤技術制度 3 3 2 5
 生研機構制度 0
 医薬品基金制度 1 1 1 2
 創造科学技術制度 3 2 1 3
合    計 4 2 11 5 6 0 5 22
（注）本表は、資料2を基に作成した。
な  し 合  計
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(2) 鉄鋼 
 
(i) 多角化の状況 
鉄鋼業界の多角化について、研究開発費の製品分野別内訳の推移をみると、本業分野の研究開発費は昭
和 50年代中盤まで 75～80％であったが、昭和 57、58年度を転機に減少傾向を示し、特に昭和 60年度以降
急減しており、それとともに、エレクトロニクス関係（通信、電子、電気計測器）の研究開発費が増加している。こ
れは鉄鋼業界において、石油ショック以降構造転換が図られてきたが、特に昭和 60年以降の急激な円高によ
る米国向けを中心とした輸出採算の悪化、韓国をはじめとする中進国からの輸入増加等により、価格・数量の
両面から不況に陥るようになり、これが本業分野以外への研究開発を促進することになったと考えられる（図
5-3参照）。 
図 5- 3  研究開発費の製品分野別の推移（鉄鋼業） 
 
鉄鋼各社の多角化について、大手 5社を例に調査した。本業分野の売上構成比の推移をみると、（株）神戸
製鋼所を除く 4社において、依然 75～92％（昭和 63年度）と高く、今後多角化の進展につれて減少するものと
考えられる。一方、（株）神戸製鋼所において本業分野の売上構成比は、47％（昭和 63 年度）と低く、同社が
機械等の川下分野、及び軽合金、伸銅等の鉄以外の素材分野への多角化を図ってきたことを示している。（表
5-4、表 5-5参照）。 
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表 5- 4  鉄鋼大手 5社の本業分野の売上構成比の推移 
 
表 5- 5  鉄鋼大手 5社の売上構成比  （昭和 63年度） 
 
(ii) 主要企業の参加状況 
鉄鋼各社の共同研究への参加状況をみると、（株）神戸製鋼所（25）、新日本製鐡（株）（21）などにおいて参
加プロジェクト数が多いが、これは企業規模、多角化の進展状況等と関連していると考えられる。また、大手 5
社の参加プロジェクト数の合計は 83、主要企業（資本金上位 10社）の参加プロジェクト数の合計は 112であり、
鉄鋼業合計（127）に対して、それぞれ 65％、88％を占めている（表 5-6参照）。 
 
表 5- 6  主要企業の参加状況（鉄鋼、資本金上位 10社） 
 
各プロジェクトにおける、同業種（鉄鋼）の参加状況については（資料 2参照）、大手 5社を例に調査した。こ
の結果、鉄鋼各社が参加しているプロジェクト（総数 44）のうち、大手 5社が揃って参加しているプロジェクトが 7、
4社が揃って参加しているプロジェクトが 4、また、大手 5社のうち 1社で参加しているプロジェクトが 27である。
このように大手 5 社ないし、4 社が揃って参加しているプロジェクトと、大手 5 社のうち 1 社で参加しているプロ
ジェクトとに大きく区分できる（表 5-7参照）。 
（％）
企業    年度 50 55 56 57 58 59 60 61 62 63
新日鐵 93 88 88 92 90 90 88 88 91 91
日本鋼管 72 82 80 76 74 73 80 76 80 75
川崎製鐵 91 91 85 89 86 84 81 80 81 82
神戸製鋼 66 58 56 53 50 53 53 51 51 47
住友金属 100 100 100 96 96 96 95 92 92 92
（注）本表は、有価証券報告書等を基に作成した。表5-5についても同じ。
（％）
新日鐵 日本鋼管 川崎製鐵 神戸製鋼 住友金属
 鋼材 90  鉄鋼部門 75  鉄鋼製品 82  鉄鋼、熔接棒 47  鉄鋼部門 92
 鋼鉄、鋼塊 1  重工部門 25  エンジニア 14  機械 33  多角化部門 8
 エンジニア 8  リング他  軽合金、伸銅 20
 リング  化学製品 4
 化学製品他 1
共同研究制度 新日鐵 日本鋼管 川崎製鐵 神戸製鋼 住友金属 日新製鋼 大同特殊 日本製鋼 冶金工 日立金属
（資本金、億円） (3318) (1594) (1466) (1391) (1375) (534) (281) (194) (185) (172)
 研究組合制度 10 12 6 21 7 6 5 4 1 4 8 84
 基盤技術制度 6 4 4 4 4 2 3 1 2 1 7 38
 生研機構制度 3 3
 医薬品基金制度 0
 創造科学技術制度 2 2
合    計 21 16 10 25 11 8 8 5 3 5 15 127
その他
合  計
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研究組合制度において、大手 5 社ないし 4 社がそろって参加しているプロジェクトは、No21 原子力製鉄
（48.5）、No22 鉄鋼業窒素酸化物防除（49.3）、No58 製練新基盤（57.9）などのように本業分野に関連する研
究開発の他、近年では、No84 原子力用次世代機器開発研究所（60.10）など、新素材関連の研究開発もみら
れる。一方、大手 5社のうち 1社で参加しているプロジェクトについては、昭和 58年頃より、（株）神戸製鋼所が
大手 5 社以外も含めて同業種としては単独で参加しているプロジェクトが多いが、これは同社が早くから機械
等の川下分野、及び鉄以外の素材等の分野に多角化を図ってきたことによるものであると考えられる。その他、
日本鋼管（株）が 1 社で参加しているプロジェクトについては、造船各社との共同研究が多く、同社が鉄鋼の他
重工部門を合わせ持った会社として発展してきたことによるものであると考えられる。 
基盤技術制度において、大手 5 社ないし 4 社が揃って参加しているプロジェクトは新素材関連（No2 ライム
ズ、No4 レオテック、No12 次世代航空機基盤技術研究所）、及びエレクトロニクス関連（No21 アモルファス電
子デバイス研究所）の研究開発であり、これらは今後各社共通して多角化を図っていく分野である。一方、大
手 5 社のうち 1 社で参加しているプロジェクトについては、4 プロジェクトとも大手 5 社以外も含めて同業種とし
ては単独で参加しており、新素材関連の研究開発が多い（No3 コロイドリサーチ、No5 アリシウム、No14 スリ
ーディコンポリサーチ）。生研機構制度、創造科学技術制度においては、5 プロジェクトとも新日本製鐡（株）が
大手 5社以外も含めて、同業種としては単独で新素材、バイオ関連等の研究開発に参加している。 
 
表 5- 7  鉄鋼大手 5社の参加状況別 プロジェクト数 
 
                 参加状況 5社 4社 3社 2社 1社
  制  度 新日鐵 日本鋼管 神戸製鋼
 研究組合制度 5 2 1 1 18 1 4 13 4 31
 基盤技術制度 2 2 4 3 1 8
 生研機構制度 3 3 3
 医薬品基金制度 0
 創造科学技術制度 2 2 2
合    計 7 4 1 1 27 9 4 14 4 44
（注）本表は、資料2を基に作成した。川崎製鐵、住友金属については、1社だけの参加プロジェクトはない。
な  し 合  計
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(3) 造船 
 
(i) 多角化の状況 
我が国の造船業は、新造船受注量が昭和 48 年度のピークから、昭和 49 年度以降は石油ショックの影響を
受けて激減し、その後世界経済の低成長、省エネルギー化、重厚長大型産業の構造転換等の要因による需
要の減少により、長期的な不況に見舞われている。 
造船業界の多角化について、研究開発費の製品分野別内訳の推移をみると、本業分野の研究開発費は昭
和 40 年代の後半において約 20％程度であり、他業界に比べ早くから多角化が図られていたことがわかる。そ
の後本業分野の研究開発費は減少の一途をたどり、現在では 5％程度の水準である。これに対して機械、航
空機分野の研究開発費が伸びている（図 5-4参照）。 
 
図 5- 4  研究開発費の製品分野別内訳の推移（輸送用機械工業（除自動車）） 
 
造船各社の多角化について、本業分野の生産高構成比の推移をみると、三菱重工業（株）、川崎重工業
（株）、石川島播磨重工業（株）の 3 社においては、昭和 50 年度で既に各社 40％を下回っており、昭和 60 年
度以降、20％以下にまで低下している。一方、日立造船（株）、三井造船（株）の 2社においては、昭和 50年度
の 50％台から年々低下してきたが、昭和 61 年度まで 40％台であった。なお、近年これら 2 社についても、本
業分野の売上構成比は急速に低下してきている（昭和 63年度、日立造船（株）13％、三井造船（株）29％）。 
このように造船 5社については、早くから多角化の進展した 3社と近年急速に多角化が進展した 2社とに大
きく分けることができる（表 5-8、表 5-9参照）。 
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表 5- 8  造船各社の本業分野（船舶、海洋関連等）の生産高構成比の推移 
 
表 5- 9  造船各社の生産高構成比（昭和 63年度） 
 
(ii) 主要企業の参加状況 
造船各社の共同研究への参加状況をみると、三菱重工業（株）（27）、石川島播磨重工業（株）（25）などにお
いて参加プロジェクト数が多いが、逆に日立造船（株）（12）、三井造船（株）（11）においてはあまり多くない。こ
れは各社の企業規模にもよるが、多角化の進展状況に大きく関連しているものと考えられる（表 5-10参照）。 
 
表 5- 10  主要企業の参加状況（造船、資本金上位 5社以外参加企業なし） 
 
各プロジェクトにおける同業種（造船）の参加状況については（資料 3 参照）、多角化の進展した 3 社を例に
調査した。この結果、造船各社が参加しているプロジェクト（総数 41）の内訳は、3 社が揃って参加しているプロ
ジェクトが 11、2 社が参加しているプロジェクトが 9、1 社で参加しているプロジェクトが 17、3 社の参加していな
いプロジェクトが 4である（表 5-11参照）。 
研究組合制度において、造船各社の参加しているプロジェクト（総数 31）の内訳は、5社揃って参加している
プロジェクトが 4、参加企業数が 4 社の 5 プロジェクトにおいて、3 社が揃って参加しているプロジェクトが 3、参
加企業数が 3社の 5プロジェクトにおいて、3社とも多角化の進展した企業であるプロジェクトが 3であり、多角
化の進展した 3社が揃って参加しているプロジェクトは合計 10である。 
（％）
企業    年度 50 55 56 57 58 59 60 61 62 63
三菱重工 37 20 23 19 16 17 18 16 15 14
川崎重工 28 15 19 17 14 15 13 11 7 6
石播重工 34 24 23 18 21 21 17 16 10 12
日立造船 57 53 54 50 48 48 45 43 16 13
三井造船 54 49 41 43 49 46 42 40 44 29
（注）本表は、有価証券報告書を基に作成した。日立造船（昭和61年度以降）、
　　　三井造船については、売上構成比である。表5-9についても同じ。
（％）
三菱重工 川崎重工 石播重工 日立造船 三井造船
 船舶、鉄構 14  船舶 6  船舶、海洋部門 12  船舶 13  船舶 29
 原動機 28  車両 9  陸上部門 71  機械、原動機 33  鉄構土木 14
 機械 26  航空機他 29  航空、宇宙部門 17  プラント 17  機械 19
 航空機、特車 16  機械、鉄構 36  鉄構、環境装置 33  プラント 32
 汎用機、冷熱 16  CP 17  その他 4  その他 6
共同研究制度 三菱重工 川崎重工 石播重工 日立造船 三井造船
（資本金、億円） (2514) (665) (649) (502) (425)
 研究組合制度 22 15 21 10 10 78
 基盤技術制度 4 1 4 9
 生研機構制度 1 2 3
 医薬品基金制度 0
 創造科学技術制度 1 1
合    計 27 16 25 12 11 91
合  計
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また、造船各社の参加企業数が 2 社の 6 プロジェクトにおいて、いずれも多角化の進展した企業であるプロジ
ェクトは 5であり、同業種としては単独で参加している 11プロジェクトのうち、それが多角化の進展した企業であ
るプロジェクトは10である。一方、多角化の進展の遅れた2社だけによるプロジェクトはなく、また多角化の進展
の遅れた 2 社が同業種としては単独で参加しているプロジェクトは、No75 燃料用アルコール開発（日立造船
（株））の 1プロジェクトだけである（表 5－12参照）。 
基盤技術制度において、多角化の進展の遅れた 2社が参加しているプロジェクトはなく、造船各社の参加プ
ロジェクト（総数 6）の内訳は、多角化の進展した 3 社によるプロジェクトが 1、2 社によるプロジェクトが 1、同業
種としては単独で参加しているプロジェクトが 4 である。生研機構制度、創造科学技術制度においては、4 プロ
ジェクトとも同業種としては単独で参加しているプロジェクトであるが、日立造船（株）、三井造船（株）が 1 社で
参加しているプロジェクトがあり、これら 2 社においても近年多角化が進展してきたことと関連していると考えら
れる。 
 
表 5- 11  多角化の進展した 3社の参加状況別 プロジェクト数（造船） 
 
表 5- 12  多角化の進展した 3社の参加状況別プロジェクト数（造船、研究組合制度） 
 
                 参加状況 3社 2社 1社
  制  度 三菱重工 川崎重工 石播重工
 研究組合制度 10 8 12 5 1 6 1 31
 基盤技術制度 1 1 4 2 2 6
 生研機構制度 1 1 2 3
 医薬品基金制度 0
 創造科学技術制度 1 1
合    計 11 9 17 8 1 8 4 41
（注）本表は、資料2を基に作成した。表5-12についても同じ。
な  し 合  計
参加  プロジェ
企業数 3社 2社 1社 0社  クト総数
5 4 － － － 4
4 3 2 － － 5
3 3 1 1 － 5
2 － 5 1 0 6
1 － － 10 1 11
合  計 10 8 12 1 31
多角化企業の参加状況
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(4) 繊維、鉄鋼、造船以外の業種 
 
繊維、鉄鋼、造船以外の業種について、主要企業（資本金上位 10 社）の参加プロジェクト数、及び各プロジ
ェクトにおける同業種の参加状況（資料 2参照）等を基に検討を行った。 
 
(i) 食品 
食品各社の共同研究への参加状況をみると、キリンビール（株）（10）、味の素（株）（8）、明治製菓（株）（8）な
どにおいて参加プロジェクト数が多い。また、主要企業（資本金上位 10 社）の参加プロジェクト数の合計は 36
であり、食品合計（94）に対し 38％で、主要企業の占める割合はあまり高くない（表 5-13参照）。 
 
表 5- 13  主要企業の参加状況（食品、資本金上位 10社） 
 
各プロジェクトにおける同業種（食品）の参加状況については、主要企業の多くが参加しているプロジェクト
は、研究組合制度における、No79 食品産業バイオリアクター（59.8）、No92 食品産業オンラインセンサー
（61.8）などの例がみられるだけである。 
 
(ii) 化学 
化学各社の共同研究への参加状況をみると、三菱化成（株）（12）、協和醗酵工業（株）（12）、三井東圧化学
（株）（10）などにおいて参加プロジェクト数が多いが、どちらかというと主要企業各社に分散している。これは比
較的同じような規模の企業が多数存在し（資本金 200 億円以上 18 社）、それらの企業により製品分野等も異
なるためであると考えられる。また、主要企業（資本金上位 10 社、20 社）の参加プロジェクト数の合計は、それ
ぞれ 65、113であり、化学合計（153）に対して 42％、74％を占めている（表 5-14、表 5-15参照）。 
 
表 5- 14  主要企業の参加状況（化学<1>、資本金上位 10社） 
 
共同研究制度 味の素 アサヒ キリン サッポロ 明治製菓 雪印乳業 日清食品 ニチレイ 伊藤ハム 森永乳業
（資本金、億円） (709) (615) (531) (402) (283) (263) (239) (221) (209) (195)
 研究組合制度 6 3 5 3 1 2 1 49 70
 基盤技術制度 1 2 1 1 5
 生研機構制度 1 4 1 4 10
 医薬品基金制度 1 1 1 3
 創造科学技術制度 1 1 4 6
合    計 8 1 10 1 8 3 0 1 2 2 58 94
その他 合  計
共同研究制度 住友化学 三菱化成 昭和電工 花王 宇部興産 三菱油化 積水化学 三菱瓦化 三井東圧 石原産業
（資本金、億円） (810) (692) (605) (546) (415) (414) (372) (372) (331) (327)
 研究組合制度 6 6 6 5 3 5 3 3 6 1 63 107
 基盤技術制度 1 1 1 10 13
 生研機構制度 1 1 1 4 7
 医薬品基金制度 1 1 2
 創造科学技術制度 1 3 3 2 1 1 3 10 24
合    計 7 12 7 8 6 7 3 4 10 1 88 153
その他 合  計
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表 5- 15  主要企業の参加状況（化学<2>、資本金上位 11－20位） 
 
各プロジェクトにおける同業種（化学）の参加状況については、主要企業のうちの数社が揃って参加してい
るプロジェクトが多く、主要企業の多くが参加しているプロジェクトは、研究組合制度における、No48 シーワン
化学（55.10）、No53 バイオテクノロジー開発（56.8）などの例がみられるだけである。 
 
(iii) 非鉄・金属 
非鉄・金属各社の共同研究への参加状況をみると、住友電気工業（株）（24）において参加プロジェクト数が
多いが、これは同社がエレクトロニクス分野等に多角化が進展してきたことなどによるものと考えられる。また、
主要企業（資本金上位 10社）の参加プロジェクト数の合計は、それぞれ 76であり、非鉄・金属合計（91）に対し
て 84％を占めている（表 5-16参照）。 
 
表 5- 16  主要企業の参加状況（非鉄・金属、資本金上位 10社） 
 
各プロジェクトにおける同業種（非鉄・金属）の参加状況については、研究組合制度において、No56 マンガ
ン団塊採鉱システム（57.1）、No58 製錬新基盤（57.9）など非鉄各社が揃って参加しているプロジェクト、No49 
光応用システム（56.1）、No101 超電導発電関連機器・材料（62.9）など電線各社が揃って参加しているプロジ
ェクトがみられる。また、同業種としては単独で参加しているプロジェクトも多い。 
 
(iv) 機械 
機械各社の共同研究への参加状況をみると、主要企業（資本金上位 10 社）の参加プロジェクト数の合計は
22であり、機械合計（81）に対し 27％で、主要企業の占める割合が低い（表 5-17参照）。 
共同研究制度 電気化学 信越化学 ダイセル 東ソー 協和醗酵 三井石化 鐘淵化学 合成ゴム 新日鐵化 群栄化学
（資本金、億円） (319) (313) (287) (279) (266) (261) (256) (221) (178) (173)
 研究組合制度 5 1 5 5 5 6 1 1 29
 基盤技術制度 1 2 1 1 1 1 7
 生研機構制度 1 3 4
 医薬品基金制度 1 1
 創造科学技術制度 2 2 2 1 7
合    計 5 1 6 9 12 7 4 3 1 0 48
合  計
共同研究制度 日本鉱業 住友電工 三菱金属 古河電工 トヨサッシ 藤倉電線 住友鉱山 日軽金 日立電線 三井金属
（資本金、億円） (610) (555) (488) (412) (326) (301) (260) (253) (246) (243)
 研究組合制度 8 15 8 5 2 3 2 1 2 12 58
 基盤技術制度 1 8 3 7 2 1 1 1 2 26
 生研機構制度 1 1
 医薬品基金制度 1 1
 創造科学技術制度 1 2 1 1 5
合    計 10 24 13 13 0 4 4 3 2 3 15 91
その他 合  計
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表 5- 17  主要企業の参加状況（機械、資本金上位 10社） 
 
一方、研究組合制度においては、（株）荏原製作所（資本金 170 億円、参加プロジェクト数 6）、千代田化工
建設（株）（140 億円、10 プロジェクト）、東洋エンジニアリング（株）（118 億円、6 プロジェクト）、栗田工業（株）
（77億円、5プロジェクト）、オルガ편薄株）（50億円、4プロジェクト）などの産業機械メーカにおいて、参加プロ
ジェクト数が多く、しかもこれらの企業のうちの数社が揃って参加しているプロジェクトが多い。これは研究組合
制度において、システム化等の技術の関連でこれらの企業が参加しているものと考えられる。 
 
(v) 電気 
電気各社の共同研究への参加状況をみると、（株）東芝（35）、（株）日立製作所（46）、富士通（株）（23）、三
菱電機（株）（33）、日本電気（株）（29）などにおいて参加プロジェクト数が多く、これら 5社の参加プロジェクト数
の合計は、166であり、電気合計（314）に対して 53％を占めている。また、主要企業（資本金上位 10社、20社）
の参加プロジェクト数の合計は、それぞれ 202、241 であり、電気合計に対して 64％、77％を占めている（表 5
－18、表 5－19参照）。 
 
表 5- 18  主要企業の参加状況（電気<1>、資本金上位 10社） 
 
表 5- 19  主要企業の参加状況（電気<2>、資本金上位 11－20位） 
 
共同研究制度 久保田 ミネベア 日本精工 小松製作 東洋ベア 住友重機 アマダ ダイキン 井関農機 光洋精工
（資本金、億円） (775) (586) (553) (530) (342) (308) (276) (242) (219) (201)
 研究組合制度 4 4 6 2 1 52 69
 基盤技術制度 1 1 1 1 6 10
 生研機構制度 0
 医薬品基金制度 0
 創造科学技術制度 1 1 2
合    計 4 0 1 5 1 6 0 3 0 2 59 81
その他 合  計
共同研究制度 東芝 日立製作 富士通 三菱電機 松下電器 日本電気 三洋電機 ソニー シャープ ファナック
（資本金、億円） (2276) (2170) (1925) (1696) (1628) (1581) (1355) (1097) (1085) (628)
 研究組合制度 23 28 9 20 6 14 3 1 1 68 173
 基盤技術制度 12 13 13 11 7 15 5 1 6 33 116
 生研機構制度 0
 医薬品基金制度 1 1
 創造科学技術制度 5 1 2 1 3 2 10 24
合    計 35 46 23 33 14 29 11 3 7 1 112 314
その他 合  計
共同研究制度 沖電気 富士電機 松下電工 京セラ 日本電装 村田製作 立石電機 カシオ 横河電機 ローム
（資本金、億円） (506) (447) (440) (439) (405) (388) (302) (275) (268) (252)
 研究組合制度 5 4 2 2 2 3 6 24
 基盤技術制度 6 1 1 1 1 1 2 13
 生研機構制度 0
 医薬品基金制度 0
 創造科学技術制度 1 1 2
合    計 12 5 3 3 4 0 3 1 8 0 39
合  計
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各プロジェクトにおける同業種（電気）の参加状況については、重電、通信大手 5 社を例に調査した。電気
の参加しているプロジェクト（総数 84）のうち、5 社とも参加しているプロジェクトが、15、5 社のうち 2 社が参加し
ているプロジェクトが 15、5 社のうち 1 社で参加しているプロジェクトが 27 である。このように 5 社が揃って参加
しているプロジェクトと、5 社のうち 1～2 社で参加しているプロジェクトが多いのが特徴である。これは本業分野
の研究開発においては、主要企業各社が揃って参加し、それ以外の多角化に関連する分野の研究開発にお
いては、主要企業が 1～2社で参加しているプロジェクトが多いためであると考えられる（表 5－20参照）。 
 
表 5- 20  重電、通信大手 5 社の参加状況別 プロジェクト数 
 
                 参加状況 5社 4社 3社 2社 1社
  制  度 東芝 日立 富士通 三菱電 日電
 研究組合制度 7 3 4 11 13 3 7 2 1 8 46
 基盤技術制度 8 1 2 3 8 2 3 1 2 4 26
 生研機構制度 0
 医薬品基金制度 1 1
 創造科学技術制度 1 6 4 2 4 11
合    計 15 4 6 15 27 3 13 3 5 3 17 84
（注）本表は、資料2を基に作成した。
な  し 合  計
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5-2 同業種の参加状況 
 
共同研究における同業種の参加状況については、一般に主要企業（資本金上位企業等）ほど参加プロジェ
クト数が多いが、これは研究開発費用等が企業規模に関連していることなどによるものである。ただ、主要企業
（資本金上位 10社）の参加プロジェクト数合計の業種全体に占める比率をみると、各業種によりかなり異なる。 
また、鉄鋼、造船にみられるように、多角化の進展した企業ほど参加プロジェクト数が多いが、これは多角化
により研究開発技術を有する分野が広がるからであると考えられる。ただ、多角化の進展の送れた企業が共同
研究により多角化の進展を図ることも考えられる。 
一方、共同研究における同業種の参加状況については、主要企業が揃って参加しているプロジェクトと、主
要企業のうち 1 社で参加しているプロジェクトとに区分されるのが特徴である。これは鉄鋼、電気において顕著
であるが、繊維、造船においても同様の傾向がみられる（表 5-21、図 5-5 参照）。これについては概して、研究
開発分野が本業に関連する分野においては主要企業が揃って参加しており、本業以外の多角化に関連する
分野においては、主要企業のうち 1 社で参加しているからである。したがって、近年創設された基盤技術制度
以下の各共同研究制度においては、研究組合制度と比較して、主要企業が揃って参加しているプロジェクトよ
りもむしろ主要企業のうち1社で参加しているプロジェクトが多いが、これは研究開発分野が多角化に関連する
プロジェクトが多くなってきたことなどによるものであると考えられる。 
 
表 5- 21  各業種における主要企業（同業種）の参加状況別 プロジェクト数 
 
 
業  種 共同研究制度 5社 4社 3社 2社 1社 なし 合計
 繊維（3社）  研究組合制度 － － 4 2 4 2 12
 基盤技術制度等 － － 0 0 7 3 10
 合  計 － － 4 2 11 5 22
 鉄鋼（5社）  研究組合制度 5 2 1 1 18 4 31
 基盤技術制度等 2 2 0 0 9 0 13
 合  計 7 4 1 1 27 4 44
 造船（3社）  研究組合制度 － － 10 8 12 1 31
 基盤技術制度等 － － 1 1 5 3 10
 合  計 － － 11 9 17 4 41
 電気（5社）  研究組合制度 7 3 4 11 13 8 46
 基盤技術制度等 8 1 2 4 14 9 38
 合  計 15 4 6 15 27 17 84
（注）本表は、表5-3、表5-7、表5-11、表5-20を基に作成した。
 -42- 
図 5- 5  各業種における主要企業（同業種）の参加状況別プロジェクト数 
 
ただ、研究開発分野が多角化に関連する分野においても、主要企業が揃って参加しているプロジェクトがみ
られる。これについて繊維、鉄鋼、造船の各業種における企業の多角化の進展状況等と関連させて検討をす
ると、以下のようになる。 
繊維において主要企業が揃って参加しているプロジェクトをみると、昭和 50 年代中盤に高分子技術関連の
研究開発があるが、これは当時各社共通して化学分野への多角化を図っていたことによるものと考えられる。
一方、近年各社とも新素材、バイオ関連分野への多角化を図っているが、これらの分野の研究開発において
主要企業のうち 1 社で参加しているのは、各社の多角化の進展状況、これらの分野に関する研究開発状況等
の違いなどにようるものと考えられる。 
鉄鋼において主要企業が揃って参加しているプロジェクトをみると、基盤技術制度等における新素材、エレ
クトロニクス関連の研究開発があるが、これらは今後各社共通して多角化を図っていく分野であることなどによ
るものと考えられる。 
造船において主要企業が揃って参加しているプロジェクトをみると、機械、プラント関連の分野が多いが、こ
れは造船各社（特に 3社）とも、既にこれらの分野への多角化が進展していることによるものである。一方、新素
材、バイオ、エレクトロニクス関連の研究開発においては、同業種としては単独で参加しているプロジェクトが多
い。 
このように多角化に関連する分野の研究開発において、主要企業が揃って参加しているプロジェクトをみる
と、研究開発分野が各社共通の多角化分野であることの他、多角化の進展状況、その分野の研究開発状況
等において、同業各社が同レベルであることが重要な要因であると考えられる。 
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第6章 推進体制と研究開発段階 
 
本章においては、研究組合制度の幾つかのプロジェクトに対して、研究開発対象及び推進体制等に関する
ヒアリング調査を行ったが、それを基に分析・検討を実施した。 
 
(1) 研究開発対象 
 
研究組合制度の幾つかのプロジェクトにおける研究開発対象について、大きく要素技術とシステム技術とに
区分できるが、それぞれの特徴については以下のとおりである。 
 
(i) 要素技術の研究開発 
要素技術の研究開発は、1 つの要素技術の研究開発を参加企業各社が実施し、それを基に実証試験等を
行うものである。実証試験等については参加企業各社とも実施するケースと、要素技術の研究開発の評価等
を踏まえ特定の企業が実施するケースとがある。推進体制の代表的モデルを図 6-1に示した。 
 
図 6- 1  要素技術の研究開発 
 
(ii) システム技術の研究開発 
システム技術の研究開発は、幾つかの要素技術の研究開発を基にトータルシステムの研究開発を実施する
ものである。各要素技術ごとにそれぞれ参加企業各社が研究開発を行い、トータルシステムの研究開発は各
要素技術の研究成果等を一カ所（国立試験研究所、財団、特定の民間企業等）に集めて研究開発を実施す
る。推進体制の代表的モデルを図 6-2に示した。 
図 6- 2  システム技術の研究開発 
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(2) 推進体制と研究開発段階 
 
研究開発の推進体制について分析すると、研究開発場所に関しては、共同研究所等 1 カ所で研究開発を
行うケースと、各社持ち帰りによるケースとに区分される。また参加企業の関係に関しては、各社協力、分担、
競争等が考えられる。研究組合制度の幾つかのプロジェクトにおいては、トータルシステムの研究開発を除い
て、各社分担あるいは競争により、持ち帰り研究開発を行っている事例が多い。 
研究開発段階について、外国を含め外部からのアクセスの可能性について検討してみると、民間企業等に
とって、研究開発段階が基礎～製品かの研究開発プロセスにおいて、競争に入る前の（Pre-competitive な）研
究か、あるいは競争段階の（Competitiveな）研究かが重要な要因であると考えられる。 
研究開発の推進体制について、研究開発段階と関連させて考えてみると、各社 1 カ所で協力して実施して
いる研究開発については、概して Pre-competitiveな研究開発であり、各社分担、競争しつつ持ち帰り実施して
いる研究開発については、Competitiveな研究開発と推定できる。 
一方、これまで調査・分析を行ってきた参加企業の同業種、異業種の関係について、研究開発段階と関連
させて考えてみると、各プロジェクトが同業種、異業種のどちらかにより実施されているかの基準として、各プロ
ジェクトにおける主業種比率（主業種の参加企業数／上場企業数）が考えられる（表 6－1 参照）。主業種比率
がどのレベル以上のプロジェクトを同業種による共同研究とみなすかについては、今後検討課題であるが、一
般に本来競争相手である同業種による研究開発については、異業種による研究開発に比べ、より
Pre-competitiveな研究開発が多いと推定できる。 
 
表 6- 1  主業種比率別 プロジェクト数 
 
このように共同研究における 3 つの要因と研究開発段階との関係については、概括的には、図 6-3 のように
示される。 
 主業種比率（％） 20～ 30～ 40～ 50～ 60～ 70～ 80～ 90～ 100～
 研究組合制度 7 16 8 13 9 7 6 0 22 88
 基盤技術制度 2 3 1 12 5 4 3 0 4 34
 生研機構制度 2 1 1 3 1 0 1 0 4 13
 医薬品基金制度 1 1 0 2 0 0 0 0 0 4
 創造科学技術制度 1 2 1 5 5 0 0 0 1 15
13 23 11 35 20 11 10 0 31 154
（注）本表は、資料1を基に作成した。上場企業なしのプロジェクトは分折対象から除外した。
　　　主業種比率：各プロジェクトにおける、主業種（参加企業の1番多い業種）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加企業数／上場企業数
合    計
合計
異業種よる共同研究 ←                → 同業種による共同研究 共同研究制度
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図 6- 3  共同研究における３つの要因と研究開発段階との関係 
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第7章 おわりに 
 
(1) 参加企業の動向 
 
政府の関係する民間企業等による共同研究について、参加企業の動向をまとめてみると、以下のようにな
る。 
 
(i) 参加企業の構成 
参加企業における同業種、異業種の組合せについては、研究組合制度において、各プロジェクトの設立年
度の推移とともに、同業種よりむしろ異業種による共同研究が増加する傾向にある。また、近年創設された基
盤技術制度以下の各共同研究制度においても、同業種より異業種の組み合わせが多い。 
 
(ii) 研究開発分野と技術融合 
研究開発分野と参加企業の業種の組合せ（技術融合）については、研究組合制度において、昭和 40 年代
後半以降、エレクトロニクス、メカトロニクス、巨大システム技術関連の研究開発が、さらに昭和 50 年代後半以
降、新素材、バイオ関連の研究開発が、それぞれ特定の業種の組合せを中心に実施されてきた。また、近年
創設された基盤技術制度以下の各共同研究制度をみると、エレクトロニクス、新素材、バイオ関連の研究開発
において、従来の業種を中心として、様々な業種の組合せがみられるようになってきている。 
 
(iii) 同業種の参加状況 
同業種の参加状況については、一般に、主要企業（資本金上位企業等）ほど、また多角化の進展した企業
ほど参加プロジェクト数が多い。 
各プロジェクトにおける同業種の参加状況については、主要企業が揃って参加しているプロジェクトと主要
企業のうち 1 社で参加しているプロジェクトに区分される。これは研究開発分野が本業に関連する分野におい
ては、主要企業が揃って参加しているプロジェクトが多いが、本業以外の多角化に関連する分野においては、
主要企業のうち 1社で参加しているプロジェクトが多いからである。なお多角化に関連した分野において、主要
企業が揃って参加しているプロジェクトをみると、研究開発分野が各社共通の多角化分野であることの他、多
角化の進展状況、その分野の研究開発状況等において、同業各社が同レベルであることが重要な要因である
と考えられる。 
 
(2) 推進体制と研究開発段階 
 
(i) 研究開発の推進体制 
研究開発の推進体制について分析すると、研究開発場所に関しては、共同研究所等 1 カ所で研究開発を
行うケースと、各社持ち帰りによるケースとに区分される。また参加企業の関係に関しては、各社協力、分担、
競争等が考えられる。 
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(ii) 研究開発段階 
研究開発段階について、外国を含め外部からのアクセスの可能性について検討してみると、民間企業等に
とって、研究開発段階が基礎～製品化の研究開発プロセスにおいて、競争に入る前の（Pre-competitive な）研
究か、あるいは競争段階の（Competitiveな）研究かが重要な要因であると考えられる。 
 
(iii) 推進体制等と研究開発段階 
研究開発の推進体制について、研究開発段階と関連させて考えてみると、各社 1 カ所で協力して実施して
いる研究開発については、概して Pre-competitiveな研究開発であり、各社分担、競争しつつ持ち帰り実施して
いる研究開発については、Competitive な研究開発であると推定できる。また、参加企業の同業種、異業種の
関係については、本来競争相手である同業種による研究開発については、異業種による研究開発に比べ、よ
り Pre-competitiveな研究開発が多いと推定できる。 
 
今日、科学技術上の国際摩擦の顕在化とともに、シンメトリカルアクセスの確保（技術革新に必要な知識・情
報・技術・市場・資金等に各国が相応にアクセスできること）が重要な政策課題として認識されるようになってき
たが、米国等の我が国に対する要求を整理すると以下のようになる。 
 
（米国等の我が国に対する要求） 
米国／研究開発が政府主導 → 大学で実施 → 各国からアクセス可能 
日本／研究開発が民間主導 → 民間のクローズド性によりアクセスが困難 
我が国の Pre-competitiveな研究に対するアクセスの要求 
 
ここで、米国の主張する Pre-competitive な研究の概念は、我が国において必ずしも明確でなく、科学技術
上の国際摩擦問題に対応するに当って、我が国における Pre-competitive な研究の概念の体系的整理が重要
な課題となっている。 
今後、民間企業等の共同研究における研究開発場所、参加企業の協力、分担、競争等の関係、同業種、
異業種の関係等の要因と、研究開発段階との関連について、より詳細な調査・分析により明確化していくととも
に、さらに民間企業等による共同研究以外にも適合した、我が国における Pre-competitive な研究の概念の体
系的整理を図っていくことが重要である。これらの調査研究を進めることにより、図 7-1のようなステップで、今日
の科学技術上の国際摩擦問題についての 1つの政策的アプローチが見出し得るのではないかと考えられる。 
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図 7- 1  科学技術上の国際摩擦問題へのアプローチ 
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付    記 
 
本調査研究は、児玉文雄 総括主任研究官の指導の下で、白井伊和雄 特別研究員が行ったものである。
また調査研究を進めるに当たり、川崎雅弘 所長以下所内の多数の方々、及び以下の方々のご協力を得た。 
 
科学技術政策研究所  第 3調査研究グループ 
 上席研究官 増田  勝彦、 上席研究官 種市  百器、 
 研  究  官 木場  隆夫、  横尾  淑子、 
（前） 上席研究官 三木  洋一   
 
最後に、本調査研究に当たって、資料等をご提供頂いた各共同研究制度の推進母体、及び各プロジェクト
の方々に対して、この場を借りて厚くお礼申し上げる。 
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資料 1 各プロジェクトにおける業種別参加企業数 
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鉱工業技術研究組合制度 各プロジェクトの業種別参加企業数 （1） 
技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T （％）
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合  天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 2 11 22 1 (36) 13 2 6.5 P G 85
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衝材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用 （農） 39. 7 2 1 2 5 3 2 1.5 F G 67
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 1 1 5 1 1 20 29 9 5 1.8 K FJOP 56
14 自動車公害安全機器 46. 2 1 2 1 3 7 4 3 1.3 M L,O 50
15 総合自動車安全・公害 46. 12 1 3 2 6 4 2 2.0 O M 75
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 3 2 5 3 1 3.0 M ─ 100
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 2 4 6 2 1 2.0 M ─ 100
19 超高性能電子計算機 47. 8 2 1 3 2 1 2.0 M ─ 100
20 医用機器安全 48. 4 1 4 2 4 11 7 3 2.3 M P 57
21 原子力製鉄 （大） 48. 5 1 7 1 2 1 1 13 11 4 2.8 J N 64
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 9 1 9.0 J ─ 100
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 5 0 ─ ─ ─ ─ ─
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 1 13 14 1 1 1.0 R ─ 100
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 1 7 8 1 1 1.0 R ─ 100
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 5 0 ─ ─ ─ ─ ─
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 4 0 ─ ─ ─ ─ ─
28 自動計測 49. 5 7 7 7 1 7.0 M ─ 100
29 高温構造安全 49. 9 1 6 1 2 3 5 5 23 18 6 3.0 J N 33
30 自動車総合管制 （大） 49. 11 1 7 1 1 10 9 3 3.0 M K,O 78
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鉱工業技術研究組合制度 各プロジェクトの業種別参加企業数 （2） 
技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T （％）
31 塩化ビニール環境 50. 4 9 1 1 7 18 11 3 3.7 F I,L 82
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 4 1 1 6 5 2 2.5 F L 80
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 3 1 3.0 N ─ 100
34 超エル・エス・アイ 51. 3 5 2 7 5 1 5.0 M ─ 100
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 4 1 1 4 1 14 2 3 16 46 30 8 3.8 M D,K 47
36 新住宅供給システム 52. 2 2 2 2 2 1 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM 22
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 5 1 5.0 M ─ 100
38 電気自動車 53. 2 7 2 2 11 9 2 4.5 M O 78
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 2 4 2 1 4 5 18 13 5 2.6 J,N J,N 31
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 1 2 1 1 1 2 1 9 6 5 1.2 L KMOR 33
41 高効率ガスタービン 53. 9 2 3 1 3 4 1 14 13 5 2.6 N J,M 31
42 重質油対策 54. 6 1 5 6 1 2 1 3 1 5 1 26 20 8 2.5 J H 30
43 電子計算機基本 54. 7 8 2 10 8 1 8.0 M ─ 100
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 1 2 3 1 1 1.0 M ─ 100
45 新燃料油開発 55. 6 1 3 2 1 5 2 3 1 1 2 21 19 9 2.1 H C 26
46 高分子応用 55. 7 5 1 1 1 8 8 4 2.0 D F,I,K 63
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 5 3 8 5 1 5.0 L ─ 100
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 11 4 1 16 11 1 11.0 F ─ 100
49 光応用システム （大） 56. 1 1 3 8 1 1 1 15 13 4 3.3 M K 62
50 小型ガス冷房 56. 5 2 4 1 2 3 3 15 12 5 2.4 M R 33
51 合成染料 56. 7 3 1 1 5 4 2 2.0 F G 75
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 2 5 2 1 1 2 1 1 1 16 15 8 1.9 I F,J,M 33
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 2 1 9 1 1 14 13 4 3.3 F C 69
54 高分子基盤 （次） 56. 8 5 4 1 1 11 11 4 2.8 D F 45
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 6 1 6.0 M ─ 100
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 1 2 6 2 2 5 1 1 20 19 7 2.7 K N 32
57 工業炉技術研究所 57. 9 1 1 2 1 1 1 7 6 5 1.2 J BILN 33
58 製錬新基盤 57. 9 10 6 1 17 16 2 8.0 J K 63
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 3 2 1 1 7 7 4 1.8 D I 43
60 製紙 57. 9 14 2 4 6 26 20 3 6.7 E N 70
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工業技術研究組合制度 各プロジェクトの業種別参加企業数 （3） 
技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T （％）
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 2 3 1 2 1 4 13 9 5 1.8 J A,L 33
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 5 1 6 6 2 3.0 F G 83
64 自動縫製システム （大） 57. 12 6 2 2 4 2 1 5 6 1 29 22 7 3.1 D Q 27
65 石炭露天掘機械 58. 3 1 1 4 2 3 11 11 5 2.2 L O 36
66 アルミニウム新製錬 58. 4 1 1 1 4 7 3 3 1.0 J,K,N J,K,N 33
67 軽質留分新用途開発 58. 5 1 1 4 4 1 1 2 1 3 1 19 15 8 1.9 F,H F,H 27
68 高効率合繊 58. 9 8 8 8 1 8.0 D ─ 100
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 1 3 1 2 7 7 4 1.8 F M 43
70 導電性無機化合物 58. 9 2 1 2 5 5 3 1.7 I,M I,M 40
71 高性能樹脂新製造 58. 9 1 4 5 5 2 2.5 F D 80
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 1 5 3 9 6 2 3.0 K J 83
73 形状記憶合金 58. 9 1 3 2 6 6 3 2.0 K M 50
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 1 1 5 7 7 3 2.3 N J,L 71
75 燃料用アルコール開発 58. 11 1 3 1 1 1 7 6 4 1.5 C B,G,N 50
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 1 1 1 1 8 4 2 2 20 16 6 2.7 M N 50
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 26
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 1 7 5 3 16 13 3 4.3 F G 54
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 1 19 2 3 2 5 3 3 1 1 14 54 40 10 4.0 C L 48
80 アルカリ乾電池 59. 9 3 5 8 3 1 3.0 M ─ 100
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 5 2 6 13 5 1 5.0 M ─ 100
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 3 1 1 1 3 2 4 1 1 17 15 7 2.1 N B,L 27
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 6 2 1 4 1 1 3 1 1 4 4 2 30 24 10 2.4 B I,R 25
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 4 1 2 9 5 2 2 6 31 25 7 3.6 J K 36
85 富山県地域システム開発 60. 10 2 16 18 2 1 2.0 R ─ 100
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 3 2 1 5 3 2 4 2 22 16 6 2.7 L B,M 31
87 石炭利用水素製造 61. 5 1 1 1 3 3 9 6 4 1.5 R J,K,M 50
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 9 1 1 11 9 1 9.0 R ─ 100
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 2 1 1 1 1 2 5 13 8 6 1.3 C,N C,N 25
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 2 2 13 1 18 4 2 2.0 A,F A,F 50
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鉱工業技術研究組合制度 各プロジェクトの業種別参加企業数 （4） 
技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T （％）
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 3 1 3.0 N ─ 100
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 1 14 1 6 1 1 1 11 36 25 7 3.6 C M 56
93 北海道木材高度利用 61. 9 12 1 13 0 ─ ─ ─ ─ ─
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 2 1 1 4 3 2 1.5 C F 67
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 1 7 1 2 2 10 23 13 5 2.6 F J,L 54
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 3 1 1 4 4 13 5 3 1.7 C F,Q 60
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 14 0 ─ ─ ─ ─ ─
98 超先端加工システム （大） 62. 1 1 1 1 3 8 2 2 3 21 16 6 2.7 M L 50
99 レーザー濃縮 62. 4 9 2 1 12 9 1 9.0 R ─ 100
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 1 6 3 6 1 17 16 4 4.0 M,R M,R 38
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 4 3 1 3 1 2 14 11 4 2.8 K M,R 36
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 6 1 2 3 12 9 3 3.0 C M 67
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 8 0 ─ ─ ─ ─ ─
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 1 1 3 5 1 3 14 11 5 2.2 M L 45
05 人工粘土合成 63. 5 1 1 4 6 2 2 1.0 F,I F,I 50
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 14 7 1 1 2 1 2 1 15 44 29 8 3.6 C F 48
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 1 1 5 7 7 3 2.3 N J,L 71
合 計 8 20 70 38 15 107 21 18 29 84 58 69 173 78 23 24 8 44 353 45 1285 887 320 2.8
（注）本資料は、「全国試験研究機関名鑑」（ラティス株式会社発行）等を基に作成した。
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基盤技術研究促進制度 各プロジェクトの業種別参加企業数 （1） 
技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T （％）
＜鉱工業  新素材＞
1 非酸化物ガラス研究開発 60 1 1 2 2 2 1.0 I,P I,P 50
2 ライムズ 〃 10 6 1 17 17 3 5.7 J K 59
3 コロイドリサーチ 61 1 2 1 4 4 3 1.3 I F,J 50
4 レオテック 62 13 2 2 1 18 18 4 4.5 J K,N 72
5 アリシウム 63 1 3 3 7 4 2 2.0 K J 75
小 計 1 3 25 11 3 1 1 3 48 45 14 3.2
＜鉱工業  バイオ＞
6 エム・ディ・リサーチ 60 1 1 2 2 2 1.0 C,F C,F 50
7 蛋白工学研究所 〃 2 2 4 1 1 1 3 14 11 6 1.8 F C,D 36
8 バイオマテリアル研究所 61 1 1 1 3 3 3 1.0 D,F,K D,F,K 33
9 ピーシーシーテクノロジー 〃 1 3 1 1 1 7 6 4 1.5 F C,H,M 50
小 計 4 3 9 1 2 1 2 4 26 22 15 1.5
＜鉱工業  機械＞
10 宇宙環境利用研究所 60 5 1 6 6 2 3.0 M N 83
11 新燃焼システム研究所 61 1 1 1 8 1 12 11 4 2.8 O F,L,M 73
12 次世代航空機基盤技術研究所 〃 2 2 5 2 5 4 3 7 1 3 34 31 9 3.4 O J,L 23
13 食品機械基盤技術開発 〃 1 2 1 25 29 4 3 1.3 L C,M 50
14 スリーディコンポリサーチ 62 1 1 1 1 1 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM 20
小 計 1 3 1 2 1 6 2 9 12 4 15 1 29 86 57 23 2.5
＜鉱工業  エレクトロニクス＞
15 光技術研究開発 60 1 3 9 13 13 3 4.3 M K 69
16 光計測技術開発 〃 5 5 5 1 5.0 M ─ 100
17 基盤情報システム開発 〃 1 2 1 4 3 2 1.5 M K 67
18 ソルテック 〃 1 10 2 13 13 3 4.3 M P 77
19 日本電子化辞書研究所 〃 8 8 8 1 8.0 M ─ 100
20 エーアイ言語研究所 62 7 1 3 11 8 2 4.0 M R 88
21 アモルファス電子デバイス研究所 〃 1 6 2 10 1 3 4 27 23 6 3.8 M J 43
22 ジーティーシー 63 2 2 6 2 5 17 12 4 3.0 M F,I,P 50
小 計 1 2 3 6 7 57 1 4 4 12 1 98 85 22 3.9
鉱 業 合 計 5 7 13 1 4 7 37 21 9 71 8 16 6 4 48 1 258 209 74 2.8
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基盤技術研究促進制度 各プロジェクトの業種別参加企業数 （2） 
 
技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T （％）
〈電気通信〉
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 60 参加企業多数（約140社）のた め 省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃 〃
26 日本データベースネットワーク 〃 6 6 0 ─ ─ ─ ─ ─
27 未来ビル研究開発 〃 2 1 3 3 2 1.5 B M 67
28 コールネット 〃 4 1 2 11 18 7 3 2.3 M R 57
29 エイ・ティ・アール光電波通信 〃 参加企業多数（約140社）のた め 省略
30 テレマーク国際研究所 61 4 3 3 2 11 23 12 4 3.0 M P,Q 33
31 コンディショナル・アクセス 〃 3 1 1 5 3 1 3.0 M ─ 100
32 宇宙通信基礎技術研究所 〃 5 1 3 1 10 9 3 3.0 M R 56
33 グラフィックコミュニケーション 〃 1 1 4 1 1 2 10 8 5 1.6 M JKQR 50
34 小電力高速通信研究所 62 2 1 13 1 1 4 3 25 22 6 3.7 M R 59
35 CATV基盤技術研究所 〃 1 2 3 3 2 1.5 M K 67
36 アドバンスド・システム研究所 〃 4 1 3 8 5 2 2.5 Q R 80
37 ロボテック研究所 〃 2 1 3 2 1 2.0 M ─ 100
38 衛星通信システム技術研究所 63 1 6 1 2 2 12 10 4 2.5 M R 60
39 高度映像技術研究所 〃 1 1 1 3 2 2 1.0 M,R M,R 50
電 気 通 信 合 計 2 1 5 1 45 1 1 4 10 16 41 2 129 86 35 2.5
総 計 0 2 5 7 0 13 1 4 7 38 26 10 116 9 17 10 10 20 89 3 387 295 109 2.7
（注）本資料は、各研究開発会社のパンフレット等を基に作成した。
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生物系特定産業技術研究推進機構制度 各プロジェクトの業種別参加企業数 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 各プロジェクトの業種別参加企業数 
技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U （％）
1 北海道グリーンバイオ研究所 61 2 1 2 1 5 11 3 2 1.5 Q R 67
2 沖永良部球根バイオ研究所 〃 1 1 2 3 7 1 1 1.0 F ─ 100
3 ナーサリーテクノロジー 〃 1 1 1 1 3 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ 25
4 岩手バイオマス研究センター 〃 1 1 1 1 1 5 2 2 1.0 J,N J,N 50
5 醸造資源研究所 〃 6 1 5 1 13 7 2 3.5 C F 86
6 水産種苗開発センター 〃 1 1 2 1 1 1.0 C ─ 100
7 シーテックス 〃 1 1 2 1 1 4 4 2 16 10 6 1.7 Q F 40
8 加工米育種研究所 62 1 1 1 2 1 6 2 2 1.0 C,R C,R 50
9 環境緑化資源開発センター 〃 4 1 1 1 1 1 2 1 12 11 7 1.6 B Q 36
10 エヌティーサイエンス 〃 1 1 2 1 1 1.0 F ─ 100
11 ジャパンターフグラス 63 1 1 2 4 2 2 1.0 B,G B,G 50
12 岐阜免疫研究所 〃 2 2 0 ─ ─ ─ ─ ─
13 和歌山アグリバイオ研究センター 〃 1 2 1 1 5 1 1 1.0 K ─ 100
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 〃 1 1 1 1 1 5 4 4 1.0 ABJQABJQ 25
合 計 2 7 10 0 0 7 2 0 2 3 1 0 0 3 0 1 9 2 23 10 15 97 49 35 1.4
（注）本資料は、生物系特定産業技術研究推進機構の資料を基に作成した。
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技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号 A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T （％）
1 ディ・ディ・エス研究所 62 2 1 4 7 7 3 2.3 G C 57
2 バイオセンサー研究所 〃 1 1 1 1 4 4 4 1.0 DFGMDFGM 25
3 サイトシグナル研究所 63 1 1 1 3 3 3 1.0 C,F,G C,F,G 33
4 人工血管技術研究センター 〃 1 1 2 2 2 1.0 G,K G,K 50
合 計 0 0 3 2 0 2 7 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 16 16 12 1.3
（注）本資料は、医薬品副作用被害救済・研究振興基金の資料等を基に作成した。
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創造科学技術推進制度 各プロジェクトの業種別参加企業（研究員出身母体）数 
 
 
技 術 研 究 組 合 名
業 種 記 号
1 林超微粒子 56. 10 1 1 4 2 6 1 15 6 3 2.0 M F,G 67
2 増本特殊構造物質 56. 10 2 1 2 1 2 2 1 1 1 14 9 6 1.5 F,K,M F,K,M 22
3 緒方ファインポリマー 56. 10 4 1 1 3 1 1 12 7 3 2.3 F P 57
4 西澤完全結晶 56. 10 1 4 2 1 1 3 2 13 6 3 2.0 M K,P 67
5 水野バイオホロニクス 57. 10 1 3 3 3 1 2 10 2 24 10 4 2.5 F,G,M F,G,M 30
6 早石生物情報伝達 58. 10 3 3 2 1 5 4 18 6 2 3.0 F,G F,G 50
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 1 5 1 1 2 1 5 4 6 26 11 6 1.8 C G 45
8 吉田ナノ機構 60. 10 1 3 1 3 2 10 5 3 1.7 M J,P 60
9 黒田固体表面 60. 10 1 3 1 1 2 1 2 1 3 4 19 9 6 1.5 F M 33
10 後藤磁束量子 61. 10 1 4 1 1 7 1 1 1.0 M － 100
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 1 2 1 2 2 8 3 2 1.5 M K 67
12 稲場生物フォトン 61. 10 1 2 1 3 2 9 3 2 1.5 P M 67
13 西澤テラヘルツ 62. 10 1 1 1 1 4 2 2 1.0 F,M F,M 50
14 古沢発生遺伝子 62. 10 1 1 1 1 1 5 2 2 1.0 F,G F,G 50
15 国武化学組織 62. 10 1 6 1 1 1 1 2 1 14 11 6 1.8 F DGILN 55
合 計 0 1 6 3 1 24 12 0 2 2 5 2 24 1 0 8 0 0 32 5 43 27 198 91 51 1.8
（注）本資料は、科学技術白書等を基に作成した。
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資料 2 各プロジェクトにおける主要企業 
（同業種）の参加状況 
 
 -59- 
鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 10社 食品） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 味 ア キ サ 明 雪 日 ニ 伊 森 そ の当
場 種 上業 業 業 の サ リ ッ 治 印 清 チ 藤 永 の 参該
計 数 数 場種 種 主 素 ヒ ン ポ 製 乳 食 レ ハ 乳 他 加業
号 数当 ロ 菓 業 品 イ ム 業 数種
（資本金、億円） 709 615 531 402 283 263 239 221 209 195
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L ○ 2 3
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C ○ 1 2
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
設
立
等
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 10社 食品） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 味 ア キ サ 明 雪 日 ニ 伊 森 そ の当
場 種 上業 業 業 の サ リ ッ 治 印 清 チ 藤 永 の 参該
計 数 数 場種 種 主 素 ヒ ン ポ 製 乳 食 レ ハ 乳 他 加業
号 数当 ロ 菓 業 品 イ ム 業 数種
（資本金、億円） 709 615 531 402 283 263 239 221 209 195
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M ○ 1
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.8 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N ○ 2 3
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農759. 7 16 13 3 4.3 F G ○ 1
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L ○ ○ ○ ○ ○ 14 19
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N ○ 1 2
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 14
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F ○ 1 2
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q 3 3
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M 6 6
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F ○ ○ ○ 11 14
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L
1285 887 320 2.8 6 0 3 0 5 3 0 1 2 1 49 70合　　　　　　計
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基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 食品） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 味 ア キ サ 明 雪 日 ニ 伊 森 そ の当
場 種 上業 業 業 の サ リ ッ 治 印 清 チ 藤 永 の 参該
計 数 数 場種 種 主 素 ヒ ン ポ 製 乳 食 レ ハ 乳 他 加業
号 数当 ロ 菓 業 品 イ ム 業 数種
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J
1.0
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.8 C、F C、F ○ 1
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D ○ ○ 2
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M ○ 1
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M 1 1
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M -
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M -
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P
258 209 74 2.8 1 2 1 1 5
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 17 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 0
387 295 109 2.7 1 2 1 1 5
（注）設立等：基盤技術研究促進制度、生物系特定産業研究推進機構制度、医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度については出資採択年度。
　　　食品以外の他の業種についても同じ。
　　　本資料は、各研究開発会社のパンフレット等を基に作成した。食品以外の他の業種についても同じ。
設
立
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＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
63
60
60
〃
61
62
61
62
61
60
62
〃
60
〃
〃
〃
63
60
〃
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
63
〃
〃
61
〃
〃
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
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生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 食品） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 食品） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 食品） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 味 ア キ サ 明 雪 日 ニ 伊 森 そ の当
場 種 上業 業 業 の サ リ ッ 治 印 清 チ 藤 永 の 参該
計 数 数 場種 種 主 素 ヒ ン ポ 製 乳 食 レ ハ 乳 他 加業
号 数当 ロ 菓 業 品 イ ム 業 数種
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F -
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ ○ 1
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F ○ ○ ○ 3 6
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C - 1 1
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F ○ 1
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R ○ 1
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F -
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 1 4 1 4 10
（注）本資料は、生物系特定産業技術研究推進機構の資料等を基に作成した。食品以外の他の業種についても同じ。
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合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
〃
〃
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 味 ア キ サ 明 雪 日 ニ 伊 森 そ の当
場 種 上業 業 業 の サ リ ッ 治 印 清 チ 藤 永 の 参該
計 数 数 場種 種 主 素 ヒ ン ポ 製 乳 食 レ ハ 乳 他 加業
号 数当 ロ 菓 業 品 イ ム 業 数種
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M 1 1
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G ○ ○ 3 5
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN
198 91 51 1.8 1 1 4 6
（注）本資料は、科学技術白書等を基に作成した。食品以外の他の業種についても同じ。
合　　　　　　計
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番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 味 ア キ サ 明 雪 日 ニ 伊 森 そ の当
場 種 上業 業 業 の サ リ ッ 治 印 清 チ 藤 永 の 参該
計 数 数 場種 種 主 素 ヒ ン ポ 製 乳 食 レ ハ 乳 他 加業
号 数当 ロ 菓 業 品 イ ム 業 数種
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C ○ ○ 2
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G ○ 1
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 12 1.3 1 1 1 3
（注）本資料は、医薬品副作用被害救済・研究振興基金の資料等を基に作成した。食品以外の他の業種についても同じ。
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 10社 繊維） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 旭 帝 三 東 厚 鐘 ユ 日 ク そ の当
場 種 上業 業 業 化 菱 洋 木 ニ 清 ラ の 参該
計 数 数 場種 種 主 レ 成 人 レ 紡 ナ 紡 チ 紡 レ 他 加業
号 数当 カ 数種
（資本金、億円） 887 756 613 412 387 270 239 237 201 201
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N ○ 1
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K ○ ○ ○ ○ 4
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H ○ 1
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K ○ ○ ○ ○ ○ 5
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C ○ 1
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F ○ ○ ○ ○ ○ 5
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
設
立
等
 -64- 
鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 10社 繊維） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 旭 帝 三 東 厚 鐘 ユ 日 ク そ の当
場 種 上業 業 業 化 菱 洋 木 ニ 清 ラ の 参該
計 数 数 場種 種 主 レ 成 人 レ 紡 ナ 紡 チ 紡 レ 他 加業
号 数当 カ 数種
（資本金、億円） 887 756 613 412 387 270 239 237 201 201
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I ○ ○ ○ 3
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q ○ ○ ○ 3 6
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H ○ 1
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D ○ 1
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L ○ ○ 2
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L
1285 887 320 2.8 6 9 5 1 6 0 1 2 0 5 3 38合　　　　　　計
設
立
等
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基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 繊維） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 旭 帝 三 東 厚 鐘 ユ 日 ク そ の当
場 種 上業 業 業 化 菱 洋 木 ニ 清 ラ の 参該
計 数 数 場種 種 主 レ 成 人 レ 紡 ナ 紡 チ 紡 レ 他 加業
号 数当 カ 数種
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D ○ ○ 2
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K ○ 1
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L ○ 1 2
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM ○ 1
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M -
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M -
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J ○ 1
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P
258 209 74 2.8 3 1 1 1 1 7
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 0
387 295 109 2.7 3 2 2 2 2 7
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
61
〃
〃
〃
63
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
〃
〃
62
〃
63
60
〃
60
〃
〃
〃
〃
61
62
61
60
〃
〃
〃
63
60
60
〃
61
62
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
設
立
等
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生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 繊維） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 繊維） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 繊維） 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 旭 帝 三 東 厚 鐘 ユ 日 ク そ の当
場 種 上業 業 業 化 菱 洋 木 ニ 清 ラ の 参該
計 数 数 場種 種 主 レ 成 人 レ 紡 ナ 紡 チ 紡 レ 他 加業
号 数当 カ 数種
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F -
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F -
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 0
設
立
等
合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
〃
〃
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 旭 帝 三 東 厚 鐘 ユ 日 ク そ の当
場 種 上業 業 業 化 菱 洋 木 ニ 清 ラ の 参該
計 数 数 場種 種 主 レ 成 人 レ 紡 ナ 紡 チ 紡 レ 他 加業
号 数当 カ 数種
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C ○ 1
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM ○ 1
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 12 1.3 1 1 2
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
設
立
等
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 旭 帝 三 東 厚 鐘 ユ 日 ク そ の当
場 種 上業 業 業 化 菱 洋 木 ニ 清 ラ の 参該
計 数 数 場種 種 主 レ 成 人 レ 紡 ナ 紡 チ 紡 レ 他 加業
号 数当 カ 数種
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G ○ 1
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M ○ 1
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN ○ 1
198 91 51 1.8 2 1 3合　　　　　　計
設
立
等
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 10社 化学） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 住 三 昭 花 宇 三 積 三 三 石 そ の当
場 種 上業 業 業 友 菱 和 部 菱 水 菱 井 原 の 参該
計 数 数 場種 種 主 化 化 電 王 興 油 化 瓦 東 産 他 加業
号 数当 学 成 工 産 化 学 化 圧 業 数種
（資本金、億円） 810 692 605 546 415 414 372 372 331 327
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G ○ ○ 2
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP 1 1
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L ○ ○ 7 9
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L ○ ○ ○ 1 4
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K 1 1
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM ○ 1 2
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L 2 2
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K 1 1
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 11
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G ○ ○ 1 3
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M ○ 1 2
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C ○ ○ ○ ○ ○ 4 9
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F ○ ○ ○ 1 4
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
設
立
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 10社 化学） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 住 三 昭 花 宇 三 積 三 三 石 そ の当
場 種 上業 業 業 友 菱 和 部 菱 水 菱 井 原 の 参該
計 数 数 場種 種 主 化 化 電 王 興 油 化 瓦 東 産 他 加業
号 数当 学 成 工 産 化 学 化 圧 業 数種
（資本金、億円） 810 692 605 546 415 414 372 372 331 327
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G ○ 4 5
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q ○ 1 2
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H ○ ○ 2 4
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M ○ 2 3
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D ○ ○ ○ 1 4
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G ○ ○ 5 7
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L 3 3
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L ○ 1
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R ○ 1 2
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K ○ ○ 2 4
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F 2 2
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M ○ 1
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F 1 1
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L ○ 6 7
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q 1 1
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L ○ 1
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I 1 1
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F ○ 6 7
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L
1285 887 320 2.8 6 6 6 5 3 5 3 3 6 1 63 107合　　　　　　計
設
立
等
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基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 化学） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 住 三 昭 花 宇 三 積 三 三 石 そ の当
場 種 上業 業 業 友 菱 和 部 菱 水 菱 井 原 の 参該
計 数 数 場種 種 主 化 化 電 王 興 油 化 瓦 東 産 他 加業
号 数当 学 成 工 産 化 学 化 圧 業 数種
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J 1 1
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F 1 1
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D ○ ○ 2 4
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K 1 1
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M ○ 2 3
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M 1 1
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M -
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M -
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P 2 2
258 209 74 2.8 1 1 1 10 13
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 0
387 295 109 2.7 1 1 1 10 13
設
立
等
＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
63
60
60
〃
61
62
61
62
61
60
〃
〃
〃
60
〃
〃
〃
〃
〃
〃
62
〃
63
60
〃
63
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
61
〃
〃
〃
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生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 化学） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 化学） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 化学） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 住 三 昭 花 宇 三 積 三 三 石 そ の当
場 種 上業 業 業 友 菱 和 部 菱 水 菱 井 原 の 参該
計 数 数 場種 種 主 化 化 電 王 興 油 化 瓦 東 産 他 加業
号 数当 学 成 工 産 化 学 化 圧 業 数種
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F - 1 1
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ 1 1
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F 1 1
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F ○ ○ 2
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q ○ 1
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F - 1 1
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 1 1 1 4 7
61
〃
〃
〃
〃
〃
合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
設
立
等
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 住 三 昭 花 宇 三 積 三 三 石 そ の当
場 種 上業 業 業 友 菱 和 部 菱 水 菱 井 原 の 参該
計 数 数 場種 種 主 化 化 電 王 興 油 化 瓦 東 産 他 加業
号 数当 学 成 工 産 化 学 化 圧 業 数種
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM 1 1
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G ○ 1
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 12 1.3 1 1 2
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
設
立
等
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 住 三 昭 花 宇 三 積 三 三 石 そ の当
場 種 上業 業 業 友 菱 和 部 菱 水 菱 井 原 の 参該
計 数 数 場種 種 主 化 化 電 王 興 油 化 瓦 東 産 他 加業
号 数当 学 成 工 産 化 学 化 圧 業 数種
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G ○ 1
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M 2 2
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P ○ ○ ○ 1 4
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M ○ 2 3
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G ○ 2 3
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M ○ ○ ○ 3
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M ○ 1
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G 1 1
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN ○ ○ ○ ○ 2 6
198 91 51 1.8 1 3 3 2 1 1 3 10 24合　　　　　　計
設
立
等
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 11～20位 化学） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 電 信 ダ 東 協 三 鐘 合 新 群 小
場 種 上業 業 業 気 越 イ ソ 和 井 淵 成 日 栄
計 数 数 場種 種 主 化 化 セ ｜ 醗 石 化 ゴ 鐵 化 計
号 数当 学 学 ル 酵 化 学 ム 化 学
（資本金、億円） 319 313 287 279 266 261 256 221 178 173
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 0 0.0 - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L ○ ○ ○ 3
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L ○ 1
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K ○ 1
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L ○ 1
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K ○ 1
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F - ○ ○ ○ ○ 4
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M ○ 1
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C ○ ○ ○ ○ 4
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F ○ 1
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
設
立
等
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 11～20位 化学） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 電 信 ダ 東 協 三 鐘 合 新 群 小
場 種 上業 業 業 気 越 イ ソ 和 井 淵 成 日 栄
計 数 数 場種 種 主 化 化 セ ｜ 醗 石 化 ゴ 鐵 化 計
号 数当 学 学 ル 酵 化 学 ム 化 学
（資本金、億円） 319 313 287 279 266 261 256 221 178 173
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H ○ ○ 2
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M ○ 1
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D ○ 1
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G ○ 1
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L ○ 1
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K ○ 1
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F ○ 1
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L ○ 1
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I ○ 1
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F ○ ○ 2
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L
1285 887 320 2.8 2 1 5 5 5 6 1 1 0 0 29合　　　　　　計
設
立
等
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基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 11～20位 化学） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 電 信 ダ 東 協 三 鐘 合 新 群 小
場 種 上業 業 業 気 越 イ ソ 和 井 淵 成 日 栄
計 数 数 場種 種 主 化 化 セ ｜ 醗 石 化 ゴ 鐵 化 計
号 数当 学 学 ル 酵 化 学 ム 化 学
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J ○ 1
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F ○ 1
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D ○ ○ 2
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M ○ ○ 2
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M -
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M -
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P ○ 1
258 209 74 2.8 1 2 1 1 1 1 7
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 0 0.0 - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 0
387 295 109 2.7 1 2 1 1 1 1 7
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
63
〃
〃
〃
63
60
〃
〃
〃
62
〃
60
〃
61
62
61
60
63
60
60
〃
61
62
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
設
立
等
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生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 11～20位 化学） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 11～20位 化学） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 11～20位 化学） 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 電 信 ダ 東 協 三 鐘 合 新 群 小
場 種 上業 業 業 気 越 イ ソ 和 井 淵 成 日 栄
計 数 数 場種 種 主 化 化 セ ｜ 醗 石 化 ゴ 鐵 化 計
号 数当 学 学 ル 酵 化 学 ム 化 学
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F - ○ 1
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ ○ 1
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F ○ 1
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F - ○ 1
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 1 3 4
61
〃
〃
〃
〃
〃
合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
設
立
等
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 電 信 ダ 東 協 三 鐘 合 新 群 小
場 種 上業 業 業 気 越 イ ソ 和 井 淵 成 日 栄
計 数 数 場種 種 主 化 化 セ ｜ 醗 石 化 ゴ 鐵 化 計
号 数当 学 学 ル 酵 化 学 ム 化 学
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM ○ 1
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 12 1.3 1 1
設
立
等
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 電 信 ダ 東 協 三 鐘 合 新 群 小
場 種 上業 業 業 気 越 イ ソ 和 井 淵 成 日 栄
計 数 数 場種 種 主 化 化 セ ｜ 醗 石 化 ゴ 鐵 化 計
号 数当 学 学 ル 酵 化 学 ム 化 学
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P ○ 1
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M ○ ○ 2
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G ○ ○ 2
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G ○ 1
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN ○ 1
198 91 51 1.8 2 2 2 1 7合　　　　　　計
設
立
等
 -75- 
鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 10社 鉄鋼） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 新 日 川 神 住 日 大 日 冶 日 そ の当
場 種 上業 業 業 日 本 崎 戸 友 新 同 本 金 立 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉄 鋼 製 製 金 製 特 製 工 金 他 加業
号 数当 管 鉄 鋼 属 鋼 殊 鋼 属 数種
（資本金、億円） 3318 1594 1466 1391 1375 534 281 194 185 172
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP 1 1
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 9
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM ○ ○ 2
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N ○ ○ ○ ○ 4
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M ○ ○ ○ 3
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M ○ ○ 2
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
設
立
等
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 10社 鉄鋼） 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 新 日 川 神 住 日 大 日 冶 日 そ の当
場 種 上業 業 業 日 本 崎 戸 友 新 同 本 金 立 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉄 鋼 製 製 金 製 特 製 工 金 他 加業
号 数当 管 鉄 鋼 属 鋼 殊 鋼 属 数種
（資本金、億円） 3318 1594 1466 1391 1375 534 281 194 185 172
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N ○ 1 2
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN ○ ○ 2
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 10
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L ○ ○ ○ 3
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O ○ 1
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N ○ 1
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H ○ 1
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J ○ 1
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M ○ 1
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L ○ 1
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N ○ 1
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L ○ 1
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R ○ 1
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M ○ 1
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M ○ 1
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N ○ 1
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L ○ 1 2
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L ○ 1
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L ○ 1
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F ○ 1
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L ○ 1
1285 887 320 2.8 10 12 6 21 7 6 5 4 1 4 8 84合　　　　　　計
設
立
等
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基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 鉄鋼） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 新 日 川 神 住 日 大 日 冶 日 そ の当
場 種 上業 業 業 日 本 崎 戸 友 新 同 本 金 立 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉄 鋼 製 製 金 製 特 製 工 金 他 加業
号 数当 管 鉄 鋼 属 鋼 殊 鋼 属 数種
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 10
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J ○ 1
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 13
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J ○ 1
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L ○ ○ ○ ○ ○ 5
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM ○ 1
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M -
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M -
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J ○ ○ ○ ○ ○ 1 6
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P
258 209 74 2.8 5 4 4 4 4 2 3 1 2 1 7 37
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR ○ 1
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 1 1
387 295 109 2.7 6 4 4 4 4 2 3 1 2 1 7 38
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
63
〃
〃
〃
63
60
〃
〃
〃
62
〃
60
〃
61
62
61
60
63
60
60
〃
61
62
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
設
立
等
 -78- 
生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 鉄鋼） 
 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 鉄鋼） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 鉄鋼） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 新 日 川 神 住 日 大 日 冶 日 そ の当
場 種 上業 業 業 日 本 崎 戸 友 新 同 本 金 立 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉄 鋼 製 製 金 製 特 製 工 金 他 加業
号 数当 管 鉄 鋼 属 鋼 殊 鋼 属 数種
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 12 1 0
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
設
立
等
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 新 日 川 神 住 日 大 日 冶 日 そ の当
場 種 上業 業 業 日 本 崎 戸 友 新 同 本 金 立 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉄 鋼 製 製 金 製 特 製 工 金 他 加業
号 数当 管 鉄 鋼 属 鋼 殊 鋼 属 数種
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P ○ 1
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M ○ 1
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN
198 91 51 1.8 2 2合　　　　　　計
設
立
等
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 新 日 川 神 住 日 大 日 冶 日 そ の当
場 種 上業 業 業 日 本 崎 戸 友 新 同 本 金 立 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉄 鋼 製 製 金 製 特 製 工 金 他 加業
号 数当 管 鉄 鋼 属 鋼 殊 鋼 属 数種
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F -
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ ○ 1
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N ○ 1
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F -
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ ○ 1
97 49 35 1.4 3 3
設
立
等
合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
〃
〃
 -79- 
鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 10社 非鉄・金属） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 日 住 三 古 藤 住 日 日 三 そ の当
場 種 上業 業 業 本 友 菱 河 倉 友 軽 立 井 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉱 電 金 電 電 鉱 金 電 金 他 加業
号 数当 業 工 属 工 線 山 線 属 数種
（資本金、億円） 610 555 488 412 326 301 260 253 246 243
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP ○ 4 5
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N ○ 1
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O ○ 1
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K ○ ○ ○ 1 4
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR ○ 1
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M ○ 1
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H ○ 1
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L ○ ○ 2
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K ○ 1
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K ○ ○ ○ 3
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M ○ 1
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F ○ 1
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
設
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 10社 非鉄・金属） 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 日 住 三 古 藤 住 日 日 三 そ の当
場 種 上業 業 業 本 友 菱 河 倉 友 軽 立 井 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉱 電 金 電 電 鉱 金 電 金 他 加業
号 数当 業 工 属 工 線 山 線 属 数種
（資本金、億円） 610 555 488 412 326 301 260 253 246 243
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N ○ ○ ○ ○ ○ 1 6
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K ○ ○ ○ ○ 2 6
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L ○ 1
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N ○ 1
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H ○ 1
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M ○ 1
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J ○ ○ 3 5
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M ○ ○ 1 3
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N ○ 1
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K ○ ○ ○ ○ ○ 5
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M ○ 1
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L ○ 1
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R ○ ○ ○ ○ 4
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L
1285 887 320 2.8 8 15 8 5 0 2 3 2 1 2 12 58合　　　　　　計
設
立
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基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 非鉄・金属） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 日 住 三 古 藤 住 日 日 三 そ の当
場 種 上業 業 業 本 友 菱 河 倉 友 軽 立 井 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉱 電 金 電 電 鉱 金 電 金 他 加業
号 数当 業 工 属 工 線 山 線 属 数種
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N ○ ○ 2
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J ○ 2 3
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K ○ 1
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L ○ ○ 2
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K ○ ○ ○ 3
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M -
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K ○ 1
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P ○ 1
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M -
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J ○ ○ 2
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P
258 209 74 2.8 1 6 3 4 0 2 1 1 1 0 2 21
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR ○ 1
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R ○ ○ 2
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K ○ 1
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R ○ 1
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 2 3 5
387 295 109 2.7 1 8 3 7 0 2 1 1 1 0 2 26
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
61
〃
〃
〃
63
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
〃
〃
62
〃
63
60
〃
60
〃
〃
〃
〃
61
62
61
60
〃
〃
〃
63
60
60
〃
61
62
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
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生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 非鉄・金属） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 非鉄・金属） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 非鉄・金属） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 日 住 三 古 藤 住 日 日 三 そ の当
場 種 上業 業 業 本 友 菱 河 倉 友 軽 立 井 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉱 電 金 電 電 鉱 金 電 金 他 加業
号 数当 業 工 属 工 線 山 線 属 数種
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K ○ 1
16 16 12 1.3 1 1
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
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番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 日 住 三 古 藤 住 日 日 三 そ の当
場 種 上業 業 業 本 友 菱 河 倉 友 軽 立 井 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉱 電 金 電 電 鉱 金 電 金 他 加業
号 数当 業 工 属 工 線 山 線 属 数種
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F -
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F -
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K - 1 1
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 1 1
設
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〃
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〃
〃
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〃
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〃
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番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 日 住 三 古 藤 住 日 日 三 そ の当
場 種 上業 業 業 本 友 菱 河 倉 友 軽 立 井 の 参該
計 数 数 場種 種 主 鉱 電 金 電 電 鉱 金 電 金 他 加業
号 数当 業 工 属 工 線 山 線 属 数種
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M ○ ○ 2
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P ○ 1
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M ○ 1
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K ○ 1
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN
198 91 51 1.8 1 2 1 1 5合　　　　　　計
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 10社 機械） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 久 ミ 日 小 東 住 ア ダ 井 光 そ の当
場 種 上業 業 業 保 ネ 本 松 洋 友 マ イ 関 洋 の 参該
計 数 数 場種 種 主 田 ベ 精 製 ベ 重 ダ キ 農 精 他 加業
号 数当 ア 工 作 ア 機 ン 機 工 数種
（資本金、億円） 775 586 553 530 342 308 276 242 219 201
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O 1 1
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N 1 1
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N ○ ○ 2
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L 1 1
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L 1 1
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K 1 1
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N ○ ○ 2
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR 2 2
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H 2 2
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L 3 3
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L - ○ 4 5
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R ○ ○ 2
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M 1 1
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N ○ 1 2
設
立
等
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 10社 機械） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 久 ミ 日 小 東 住 ア ダ 井 光 そ の当
場 種 上業 業 業 保 ネ 本 松 洋 友 マ イ 関 洋 の 参該
計 数 数 場種 種 主 田 ベ 精 製 ベ 重 ダ キ 農 精 他 加業
号 数当 ア 工 作 ア 機 ン 機 工 数種
（資本金、億円） 775 586 553 530 342 308 276 242 219 201
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN 1 1
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I 1 1
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N 2 2
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L 2 2
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q 2 2
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O ○ 3 4
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H 2 2
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L ○ 1
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N ○ 1
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L 5 5
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L ○ 2 3
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R 1 1
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M ○ 4 5
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N 1 1
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L 2 2
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L ○ 2 3
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R ○ 1
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L 3 3
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F ○ 2 1
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L ○ 1
1285 887 320 2.8 4 0 0 4 0 6 0 2 0 1 52 69合　　　　　　計
設
立
等
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基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 機械） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 久 ミ 日 小 東 住 ア ダ 井 光 そ の当
場 種 上業 業 業 保 ネ 本 松 洋 友 マ イ 関 洋 の 参該
計 数 数 場種 種 主 田 ベ 精 製 ベ 重 ダ キ 農 精 他 加業
号 数当 ア 工 作 ア 機 ン 機 工 数種
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M 1 1
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L ○ ○ ○ 2 5
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M 2 2
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM 1 1
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M -
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M -
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P
258 209 74 2.8
1 1 1 6 9
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R ○ 1
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 1 1
387 295 109 2.7 1 1 1 1 6 10
設
立
等
＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
63
60
60
〃
61
62
61
62
61
60
62
〃
60
〃
〃
〃
63
60
〃
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
63
〃
〃
61
〃
〃
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
 -86- 
生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 機械） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 機械） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 機械） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 久 ミ 日 小 東 住 ア ダ 井 光 そ の当
場 種 上業 業 業 保 ネ 本 松 洋 友 マ イ 関 洋 の 参該
計 数 数 場種 種 主 田 ベ 精 製 ベ 重 ダ キ 農 精 他 加業
号 数当 ア 工 作 ア 機 ン 機 工 数種
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F -
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F -
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 0
設
立
等
合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
〃
〃
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 久 ミ 日 小 東 住 ア ダ 井 光 そ の当
場 種 上業 業 業 保 ネ 本 松 洋 友 マ イ 関 洋 の 参該
計 数 数 場種 種 主 田 ベ 精 製 ベ 重 ダ キ 農 精 他 加業
号 数当 ア 工 作 ア 機 ン 機 工 数種
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 12 1.3 0
設
立
等
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 久 ミ 日 小 東 住 ア ダ 井 光 そ の当
場 種 上業 業 業 保 ネ 本 松 洋 友 マ イ 関 洋 の 参該
計 数 数 場種 種 主 田 ベ 精 製 ベ 重 ダ キ 農 精 他 加業
号 数当 ア 工 作 ア 機 ン 機 工 数種
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M 1 1
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN ○ 1
198 91 51 1.8 1 1 2合　　　　　　計
設
立
等
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 10社以外 機械） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 荏 千 栗 オ 小
場 種 上業 業 業 原 代 田 ル
計 数 数 場種 種 主 製 田 工 ガ 計
号 数当 作 建 業 ノ
（資本金、億円） 170 140 118 77 50
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N ○ 1
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L ○ 1
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L ○ 1
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR ○ 1
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H ○ ○ 2
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L ○ ○ ○ 3
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L - ○ 1
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N ○ 1
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 10社以外 機械） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 荏 千 栗 オ 小
場 種 上業 業 業 原 代 田 ル
計 数 数 場種 種 主 製 田 工 ガ 計
号 数当 作 建 業 ノ
（資本金、億円） 170 140 118 77 50
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N ○ 1
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L ○ ○ 2
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H ○ ○ 2
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L ○ ○ ○ 3
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L ○ 1
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R ○ 1
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M ○ ○ ○ ○ 4
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N ○ 1
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L ○ 1
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L ○ ○ ○ 3
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F ○ 1
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L
1285 887 320 2.8 6 10 6 5 4 31
（注） 当該5社における基盤技術研究促進制度以下の各共同研究制度への参加状況については、千代田化工建設（株）が、基盤技術研究促進制度No13 食品機械
　　　 基盤技術開発に参加しているだけである。
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 10社 電気） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 日 富 三 松 日 三 ソ シ そ の当
場 種 上業 業 業 立 士 菱 下 本 洋 ニ ャ の 参該
計 数 数 場種 種 主 芝 製 通 電 電 電 電 ｜ ｜ 他 加業
号 数当 作 機 器 気 機 プ 数種
（資本金、億円） 2276 2170 1925 1696 1628 1581 1355 1097 1085 628
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 7 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 2 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 2 K FJOP
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1 M L、O ○ 1 2
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2 O M ○ 1
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3 M - ○ ○ 1 3
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2 M - ○ ○ 2
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2 M - ○ 1 2
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2 M P ○ ○ ○ 1 4
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 3 J N
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7 M - 7 7
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3 J N ○ ○ 1 3
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3 M K、O ○ ○ ○ ○ 3 7
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 4 F I、L
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 3 F L
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5 M - ○ ○ ○ ○ ○ 5
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 4 M D、K ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 14
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 2 BFJM BFJM ○ 1 2
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5 M - ○ ○ ○ ○ ○ 5
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 5 M O ○ 6 7
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 3 J、N J、N ○ 1
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1 L KMOR 1 1
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 3 N J、M ○ ○ 1 3
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 3 J H ○ 1
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8 M - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 8
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1 M - 1 1
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2 H C、L ○ 1
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2 D F、I、K
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3 M K ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 8
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2 M R ○ ○ ○ ○ 4
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 2 I F、J、M ○ 1 2
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3 F C
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 3 D F
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6 M - ○ ○ ○ ○ ○ 1 6
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 3 K N ○ 1 2
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 10社 電気） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 日 富 三 松 日 三 ソ シ そ の当
場 種 上業 業 業 立 士 菱 下 本 洋 ニ ャ の 参該
計 数 数 場種 種 主 芝 製 通 電 電 電 電 ｜ ｜ 他 加業
号 数当 作 機 器 気 機 プ 数種
（資本金、億円） 2276 2170 1925 1696 1628 1581 1355 1097 1085 628
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1 J BILN
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 2 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 7 E N
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 2 J A、L
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3 D Q ○ ○ ○ 1 4
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2 L O
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1 J、K、N J、K、N
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 2 F F、H
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 2 F M ○ ○ 2
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 2 I、M I、M ○ ○ 2
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 3 F、H D
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2 K M 2 2
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2 N J、L
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 2 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 3 M N ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 8
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4 F G
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4 C L 3 3
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3 M - 3 3
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5 M - ○ ○ ○ ○ ○ 5
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2 N B、L ○ ○ 2
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2 B I、R ○ 2 3
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 4 J K ○ ○ 2
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 3 L B、M ○ ○ 1 3
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 2 R J、K、M ○ 1
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1 C、N C、N
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 4 C M ○ 5 6
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 2 C F
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 3 F J、L
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 2 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 3 M L ○ ○ ○ ○ 4 8
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4 M、R M、R ○ ○ ○ ○ 2 6
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 3 K M、R ○ ○ ○ 3
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3 C M ○ ○ 2
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2 M L ○ ○ ○ 2 5
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 4 C F 1 1
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2 N J、L
1285 887 320 3 23 28 9 20 6 14 3 0 1 1 68 173合　　　　　　計
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基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 電気） 
 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 日 富 三 松 日 三 ソ シ そ の当
場 種 上業 業 業 立 士 菱 下 本 洋 ニ ャ の 参該
計 数 数 場種 種 主 芝 製 通 電 電 電 電 ｜ ｜ 他 加業
号 数当 作 機 器 気 機 プ 数種
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D ○ 1
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M ○ 1
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N ○ ○ ○ ○ ○ 5
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M 1 1
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L ○ 3 4
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M 1 1
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM ○ 1
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 9
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M - 5 5
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K ○ ○ 2
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 10
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 8
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 7
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 10
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P ○ ○ ○ ○ ○ 1 6
258 209 74 2.8 6 8 9 7 5 8 3 1 5 0 19 71
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M ○ 1
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R ○ ○ ○ 1 4
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q ○ ○ ○ 1 4
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M - ○ ○ ○ 3
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R ○ ○ ○ ○ ○ 5
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR ○ 3 4
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 13
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K ○ ○ 2
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M - 2 2
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R ○ ○ ○ ○ 2 6
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R ○ 1
129 86 35 2.5 6 5 4 4 2 7 2 0 1 0 14 45
387 295 109 2.7 12 13 13 11 7 15 5 1 6 0 33 116
設
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＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
63
60
60
〃
61
62
61
62
61
60
〃
〃
〃
60
〃
〃
〃
〃
〃
〃
62
〃
63
60
〃
63
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
61
〃
〃
〃
ファ
ナッ
ク
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生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 電気） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 電気） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 10社 電気） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 日 富 三 松 日 三 ソ シ そ の当
場 種 上業 業 業 立 士 菱 下 本 洋 ニ ャ の 参該
計 数 数 場種 種 主 芝 製 通 電 電 電 電 ｜ ｜ 他 加業
号 数当 作 機 器 気 機 プ 数種
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F -
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F -
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 0
設
立
等
合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
〃
〃
ファ
ナッ
ク
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 日 富 三 松 日 三 ソ シ そ の当
場 種 上業 業 業 立 士 菱 下 本 洋 ニ ャ の 参該
計 数 数 場種 種 主 芝 製 通 電 電 電 電 ｜ ｜ 他 加業
号 数当 作 機 器 気 機 プ 数種
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM 1 1
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 12 1.3 1 1
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
設
立
等
ファ
ナッ
ク
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 東 日 富 三 松 日 三 ソ シ そ の当
場 種 上業 業 業 立 士 菱 下 本 洋 ニ ャ の 参該
計 数 数 場種 種 主 芝 製 通 電 電 電 電 ｜ ｜ 他 加業
号 数当 作 機 器 気 機 プ 数種
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G ○ ○ 2 4
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M ○ 1 2
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P ○ ○ 2 4
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M ○ ○ ○ 3
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G ○ 1
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P 3 3
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M ○ ○ 2
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M - ○ 1
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K ○ 1 2
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M 1 1
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M ○ 1
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN
198 91 51 1.8 5 1 2 1 0 3 2 0 0 10 24合　　　　　　計
設
立
等
ファ
ナッ
ク
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鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1) （資本金上位 11～20位 電気） 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 沖 富 松 京 日 村 立 カ 横 ロ 小
場 種 上業 業 業 電 士 下 セ 本 田 石 シ 河 ｜
計 数 数 場種 種 主 気 電 電 ラ 電 製 電 オ 電 ム 計
号 数当 機 工 装 作 機 機
（資本金、億円） 506 447 440 439 405 388 302 275 268 252
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M - ○ 1
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M - ○ 1
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O ○ ○ 2
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N -
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K ○ 1
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM ○ 1
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O ○ ○ 2
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR ○ 1
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M ○ 1
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M - ○ 1
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K ○ ○ 2
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M ○ 1
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M - ○ 1
設
立
等
 -94- 
鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 11～20位 電気） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 沖 富 松 京 日 村 立 カ 横 ロ 小
場 種 上業 業 業 電 士 下 セ 本 田 石 シ 河 ｜
計 数 数 場種 種 主 気 電 電 ラ 電 製 電 オ 電 ム 計
号 数当 機 工 装 作 機 機
（資本金、億円） 506 447 440 439 405 388 302 275 268 252
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 2.5 F、H D
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N ○ 1
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L ○ 1
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R ○ 1
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N -
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M ○ ○ 2
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L ○ 1
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R ○ 1
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L ○ ○ 2
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L
1285 887 320 2.8 5 4 2 2 2 0 3 0 6 0 24合　　　　　　計
設
立
等
 -95- 
基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 11～20位 電気） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 沖 富 松 京 日 村 立 カ 横 ロ 小
場 種 上業 業 業 電 士 下 セ 本 田 石 シ 河 ｜
計 数 数 場種 種 主 気 電 電 ラ 電 製 電 オ 電 ム 計
号 数当 機 工 装 作 機 機
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M ○ 1
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L ○ 1
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K ○ 1
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M - ○ 1
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P ○ 1
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M - ○ 1
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R ○ 1
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J ○ 1
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P ○ 1
258 209 74 2.8 4 1 1 1 2 9
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネットワーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR ○ 1
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R ○ ○ 2
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R ○ 1
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 2 1 1 4
387 295 109 2.7 6 1 1 1 1 0 0 1 2 0 13
設
立
等
＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
63
60
60
〃
61
62
61
62
61
60
〃
〃
〃
60
〃
〃
〃
〃
〃
〃
62
〃
63
60
〃
63
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
61
〃
〃
〃
 -96- 
生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 11～20位 電気） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 11～20位 電気） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 11～20位 電気） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 沖 富 松 京 日 村 立 カ 横 ロ 小
場 種 上業 業 業 電 士 下 セ 本 田 石 シ 河 ｜
計 数 数 場種 種 主 気 電 電 ラ 電 製 電 オ 電 ム 計
号 数当 機 工 装 作 機 機
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F -
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 B Q
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F -
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 0
設
立
等
合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
〃
〃
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 沖 富 松 京 日 村 立 カ 横 ロ 小
場 種 上業 業 業 電 士 下 セ 本 田 石 シ 河 ｜
計 数 数 場種 種 主 気 電 電 ラ 電 製 電 オ 電 ム 計
号 数当 機 工 装 作 機 機
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G ○ 1
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P ○ 1
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G
15 国武化学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN
198 91 51 1.8 1 1 2合　　　　　　計
設
立
等
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 沖 富 松 京 日 村 立 カ 横 ロ 小
場 種 上業 業 業 電 士 下 セ 本 田 石 シ 河 ｜
計 数 数 場種 種 主 気 電 電 ラ 電 製 電 オ 電 ム 計
号 数当 機 工 装 作 機 機
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G C
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G
4 人工血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 12 1.3 0
設
立
等
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
 -97- 
鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(1)  
（資本金上位 5社、その他の企業の参加プロジェクトなし  造船） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 三 川 石 日 三 の当
場 種 上業 業 業 菱 崎 播 立 井 参該
計 数 数 場種 種 主 重 重 重 造 造 加業
号 数当 工 工 工 船 船 数種
（資本金、億円） 2514 665 649 502 425
1 高分子原料 36. 10 (23)
2 高級アルコール工業化 36. 11 ( 3)
3 技術研究組合　天地研究所 37. 2 ( 7)
4 クリープ試験 37. 3 (22)
5 光学工業 37. 6 36 13 2 6.5 P G
6 優先製錬 37. 9 ( 3)
7 電子計算機 37. 9 ( 3)
8 羊毛製品溶剤染色 37. 10 ( 4)
9 浪速鋳物 38. 1 (18)
10 暖衡材 39. 4 ( 6)
11 農業の光線選択利用　 （農） 39. 7 5 3 2 1.5 F G
12 石灰重油焼成 40. 2 (33)
13 アルミ表面処理 40. 2 29 9 5 1.8 K FJOP
14 自動車公害安全機器 46. 2 7 4 3 1.3 M L、O
15 総合自動車安全･公害 46. 12 6 4 2 2.0 O M
16 軽金属複合材 46. 12 (26)
17 超高性能コンピュータ開発 47. 8 5 3 1 3.0 M -
18 新コンピュータ・シリーズ 47. 8 6 2 1 2.0 M -
19 超高性能電子計算機 47. 8 3 2 1 2.0 M -
20 医用機器安全 48. 4 11 7 3 2.3 M P
21 原子力製鉄　　　　　　　　　　　　 （大） 48. 5 13 11 4 2.8 J N ○ ○ 2
22 鉄鋼業窒素酸化物防除 49. 3 9 9 1 9.0 J -
23 設計計算ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
24 事務処理ソフトウェアモジュール 49. 3 14 1 1 1.0 R -
25 オペレーションリサーチ計算 49. 3 8 1 1 1.0 R -
26 経営管理ソフトウェアモジュール 49. 3 5 0 - - - -
27 自動制御ソフトウェアモジュール 49. 3 4 0 - - - -
28 自動計測 49. 5 7 7 1 7.0 M -
29 高温構造安全 49. 9 23 18 6 3.0 J N ○ ○ ○ ○ ○ 5
30 自動車総合管制　　　　　　　　　 （大） 49. 11 10 9 3 3.0 M K、O
31 塩化ビニール環境 50. 4 18 11 3 3.7 F I、L
32 重質油化学原料化　　　　　　　 （大） 50. 7 6 5 2 2.5 F L
33 航空機用ジェットエンジン　　　　 （大） 51. 3 3 3 1 3.0 N - ○ ○ ○ 3
34 超エル・エス・アイ 51. 3 7 5 1 5.0 M -
35 技術研究組合　医療福祉機器研究所 51. 8 46 30 8 3.8 M D、K
36 新住宅供給システム 52. 2 11 9 5 1.8 BFJM BFJM
37 パターン情報処理システム （大） 52. 3 5 5 1 5.0 M -
38 電気自動車 53. 2 11 9 2 4.5 M O
39 海底石油生産システム研究所 （大） 53. 3 18 13 5 2.6 J、N J、N ○ ○ ○ ○ 4
40 レーザー応用複合生産 （大） 53. 4 9 6 5 1.2 L KMOR
41 高効率ガスタービン 53. 9 14 13 5 2.6 N J、M ○ ○ ○ ○ 4
42 重質油対策 54. 6 26 20 8 2.5 J H ○ ○ ○ 3
43 電子計算機基本 54. 7 10 8 1 8.0 M -
44 青果物選別包装 （農） 54. 10 3 1 1 1.0 M -
45 新燃料油開発 55. 6 21 19 9 2.1 H C、L ○ 1
46 高分子応用 55. 7 8 8 4 2.0 D F、I、K
47 定住圏用排水処理機械システム 55. 7 8 5 1 5.0 L -
48 シー・ワン化学 （大） 55. 10 16 11 1 11.0 F -
49 光応用システム （大） 56. 1 15 13 4 3.3 M K
50 小型ガス冷房 56. 5 15 12 5 2.4 M R ○ 1
51 合成染料 56. 7 5 4 2 2.0 F G
52 ファインセラミックス （次） 56. 8 16 15 8 1.9 I F、J、M ○ 1
53 バイオテクノロジー開発 （次） 56. 8 14 13 4 3.3 F C
54 高分子基盤 （次） 56. 8 11 11 4 2.8 D F
55 科学技術用高速計算システム （大） 56. 12 6 6 1 6.0 M -
設
立
等
 -98- 
鉱工業技術研究組合制度 主要企業の参加状況(2) （資本金上位 5社  造船） 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 三 川 石 日 三 の当
場 種 上業 業 業 菱 崎 播 立 井 参該
計 数 数 場種 種 主 重 重 重 造 造 加業
号 数当 工 工 工 船 船 数種
（資本金、億円） 2514 665 649 502 425
56 マンガン団塊採鉱システム （大） 57. 1 20 19 7 2.7 K N ○ ○ ○ ○ ○ 5
57 工業炉技術研究所 57. 9 7 6 5 1.2 J BILN ○ 1
58 製錬新基盤 57. 9 17 16 2 8.0 J K
59 酸素富化膜燃焼 57. 9 7 7 4 1.8 D I
60 製紙 57. 9 26 20 3 6.7 E N ○ ○ ○ ○ 4
61 食品産業膜利用 （農） 57. 9 (28)
62 原油二・三次回収 57. 11 13 9 5 1.8 J A、L 1
63 エネルギー開発用界面活性剤 57. 11 6 6 2 3.0 F G
64 自動縫製システム （大） 57. 12 29 22 7 3.1 D Q
65 石炭露天掘機械 58. 3 11 11 5 2.2 L O ○ ○ 2
66 アルミニウム新製錬 58. 4 7 3 3 1.0 J、K、N J、K、N ○ 1
67 軽質留分新用途開発 58. 5 19 15 8 1.9 F F、H ○ 1
68 高効率合繊 58. 9 8 8 1 8.0 D -
69 生体機能利用化学品新製造 58. 9 7 7 4 1.8 F M
70 導電性無機化合物 58. 9 5 5 3 1.7 I、M I、M
71 高性能樹脂新製造 58. 9 5 5 2 F、H D
72 アルミニウム粉末冶金 58. 9 9 6 2 3.0 K J
73 形状記憶合金 58. 9 6 6 3 2.0 K M
74 高信頼度船舶推進プラント （運） 58. 9 7 7 3 2.3 N J、L ○ ○ ○ ○ ○ 5
75 燃料用アルコール開発 58. 11 7 6 4 1.5 C B、G、N ○ 1
76 極限作業ロボット （大） 59. 2 20 16 6 2.7 M N ○ ○ ○ ○ 4
77 食品産業エクストルージョン （農） 59. 7 (26)
78 農薬バイオテクノロジー開発 （農） 59. 7 16 13 3 4.3 F G
79 食品産業バイオリアクター （農） 59. 8 54 40 10 4.0 C L ○ ○ ○ 3
80 アルカリ乾電池 59. 9 8 3 1 3.0 M -
81 資源リモート・センシング （大） 60. 1 13 5 1 5.0 M -
82 スーパーヒートポンプエネルギー 60. 4 17 15 7 2.1 N B、L ○ ○ ○ ○ 4
83 集合住宅用新材料・機器システム 60. 7 30 24 10 2.4 B I、R
84 原子力用次世代機器開発研究所 60. 10 31 25 7 3.6 J K ○ ○ 2
85 富山県地域システム開発 60. 10 18 2 1 2.0 R -
86 アクアルネサンス （大） 60. 12 22 16 6 2.7 L B、M ○ ○ 2
87 石炭利用水素製造 61. 5 9 6 4 1.5 R J、K、M
88 石炭ガス化複合発電 61. 6 11 9 1 9.0 R -
89 木材成分総合利用 （農） 61. 6 13 8 6 1.3 C、N C、N ○ ○ 2
90 木材炭化成分多用途利用 （農） 61. 6 18 4 2 2.0 A、F A、F
91 ガスタービン実用性能向上 61. 7 3 3 1 3.0 N - ○ ○ ○ 3
92 食品産業オンラインセンサー （農） 61. 8 36 25 7 3.6 C M ○ 1
93 北海道木材高度利用 61. 9 13 0 - - - -
94 農業生物遺伝子構造解析 （農） 61. 9 4 3 2 1.5 C F
95 有機質肥料生物活性利用 （農） 61. 10 23 13 5 2.6 F J、L
96 家畜受精卵移植 （農） 61. 10 13 5 3 1.7 C F、Q
97 繊維製品製造システム 61. 11 14 0 - - - -
98 超先端加工システム （大） 62. 1 21 16 6 2.7 M L
99 レーザー濃縮 62. 4 12 9 1 9.0 R -
00 アドバンス・コジェネレーション 62. 6 17 16 4 4.0 M、R M、R ○ ○ ○ 3
01 超電導発電関連機器・材料 62. 9 14 11 4 2.8 K M、R ○ 1
02 食品産業酵素機能変換 （農） 62. 10 12 9 3 3.0 C M
03 複合材料製品開発システム 62. 11 8 0 - - - -
04 溶融炭酸塩型燃料電池発電 63. 1 14 11 5 2.2 M L ○ 1
05 人工粘土合成 63. 5 6 2 2 1.0 F、I F、I
06 食品産業ハイセパレーション （農） 63. 9 44 29 8 3.6 C F ○ ○ 2
07 テクノスーパーライナー （運） 未 定 7 7 3 2.3 N J、L ○ ○ ○ ○ ○ 5
1285 887 320 2.8 22 15 21 10 10 78合　　　　　　計
設
立
等
 -99- 
基盤技術研究促進制度 主要企業の参加状況  （資本金上位 5社  造船） 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 三 川 石 日 三 の当
場 種 上業 業 業 菱 崎 播 立 井 参該
計 数 数 場種 種 主 重 重 重 造 造 加業
号 数当 工 工 工 船 船 数種
1 非酸化物ガラス研究開発 2 2 2 1.0 I、P I、P
2 ライムズ 17 17 3 5.7 J K ○ 1
3 コロイドリサーチ 4 4 3 1.3 I F、J
4 レオテック 18 18 4 4.5 J K、N ○ ○ 2
5 アリシウム 7 4 2 2.0 K J
6 エム・ディ・リサーチ 2 2 2 1.0 C、F C、F
7 蛋白工学研究所 14 11 6 1.8 F C、D
8 バイオマテリアル研究所 3 3 3 1.0 D、F、K D、F、K
9 ピーシーシーテクノロジー 7 6 4 1.5 F C、H、M
10 宇宙環境利用研究所 6 6 2 3.0 M N ○ 1
11 新燃焼システム研究所 12 11 4 2.8 O F、L、M
12 次世代航空機基盤技術研究所 34 31 9 3.4 O J、L ○ ○ ○ 3
13 食品機械基盤技術開発 29 4 3 1.3 L C、M
14 スリーディコンポリサーチ 5 5 5 1.0 DIJLM DIJLM
15 光技術研究開発 13 13 3 4.3 M K
16 光計測技術開発 5 5 1 5.0 M -
17 基盤情報システム開発 4 3 2 1.5 M K
18 ソルテック 13 13 3 4.3 M P
19 日本電子化辞書研究所 8 8 1 8.0 M -
20 エーアイ言語研究所 11 8 2 4.0 M R
21 アモルファス電子デバイス研究所 27 23 6 3.8 M J ○ 1
22 ジーティーシー 17 12 4 3.0 M F、I、P
258 209 74 2.8 3 1 4 8
23 エイ・ティ・アール自動翻訳電話 参加企業多数（約140社）のため省略
24 エイ・ティ・アール通信システム 〃
25 エイ・ティ・アール視聴覚機構 〃
26 日本データベースネッ ーク 6 0 - - - -
27 未来ビル研究開発 3 3 2 1.5 B M
28 コールネット 18 7 3 2.3 M R
29 エイ・ティ・アール光電波通信 参加企業多数（約140社）のため省略
30 テレマーク国際研究所 23 12 4 3.0 M P、Q
31 コンディショナル・アクセス 5 3 1 3.0 M -
32 宇宙通信基礎技術研究所 10 9 3 3.0 M R
33 グラフィックコミュニケーション 10 8 5 1.6 M JKQR
34 小電力高速通信研究所 25 22 6 3.7 M R ○ 1
35 CATV基盤技術研究所 3 3 2 1.5 M K
36 アドバンスド・システム研究所 8 5 2 2.5 Q R
37 ロボテック研究所 3 2 1 2.0 M -
38 衛星通信システム技術研究所 12 10 4 2.5 M R
39 高度映像技術研究所 3 2 2 1.0 M、R M、R
129 86 35 2.5 1 1
387 295 109 2.7 4 1 4 9
鉱　工　業　　合　計
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
62
〃
〃
〃
63
〃
〃
〃
63
60
〃
〃
〃
62
〃
60
〃
61
62
61
60
63
60
60
〃
61
62
＜電気通信＞
総　　　　　　計
電　気　通　信　　合　計
＜鉱工業　新素材＞
＜鉱工業　バイオ＞
＜鉱工業　機械＞
＜鉱工業　エレクトロニクス＞
設
立
等
 -100- 
生物系特定産業技術研究推進機構制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 5社  造船） 
 
医薬品副作用被害救済・研究振興基金制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 5社  造船） 
 
創造科学技術推進制度 主要企業の参加状況 （資本金上位 5社  造船） 
 
 
 
 
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 三 川 石 日 三 の当
場 種 上業 業 業 菱 崎 播 立 井 参該
計 数 数 場種 種 主 重 重 重 造 造 加業
号 数当 工 工 工 船 船 数種
1 北海道グリーンバイオ研究所 11 3 2 1.5 Q R
2 沖永良部球根バイオ研究所 7 1 1 1.0 F -
3 ナーサリーテクノロジー 7 4 4 1.0 BCFJ BCFJ
4 岩手バイオマス研究センター 5 2 2 1.0 J、N J、N ○ 1
5 醸造資源研究所 13 7 2 3.5 C F
6 水産種苗開発センター 2 1 1 1.0 C -
7 シーテックス 16 10 6 1.7 Q F ○ 1
8 加工米育種研究所 6 2 2 1.0 C、R C、R
9 環境緑化資源開発センター 12 11 7 1.6 C Q ○ 1
10 エヌティーサイエンス 2 1 1 1.0 F -
11 ジャパンターフグラス 4 2 2 1.0 B、G B、G
12 岐阜免疫研究所 2 0 - - - -
13 和歌山アグリバイオ研究センター 5 1 1 1.0 K -
14 冷水性高級魚養殖技術研究所 5 4 4 1.0 ABJQ ABJQ
97 49 35 1.4 1 2 3
設
立
等
合　　　　　　計
〃
62
〃
〃
63
〃
〃
〃
61
〃
〃
〃
〃
〃
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 三 川 石 日 三 の当
場 種 上業 業 業 菱 崎 播 立 井 参該
計 数 数 場種 種 主 重 重 重 造 造 加業
号 数当 工 工 工 船 船 数種
1 ディ・ディ・エス研究所 7 7 3 2.3 G G
2 バイオセンサー研究所 4 4 4 1.0 DFGM DFGM
3 サイトシグナル研究所 3 3 3 1.0 C、F、G C、F、G
4 人口血管技術研究センター 2 2 2 1.0 G、K G、K
16 16 16 1.3 0
63
〃
合　　　　　　計
62
〃
設
立
等
番 プロジェクト名 合 上 業 り1 主 従 三 川 石 日 三 の当
場 種 上業 業 業 菱 崎 播 立 井 参該
計 数 数 場種 種 主 重 重 重 造 造 加業
号 数当 工 工 工 船 船 数種
1 林超微粒子 56. 10 15 6 3 2.0 M F、G
2 増本特殊構造物質 56. 10 14 9 6 1.5 F、K、M F、K、M
3 緒方ファインポリマー 56. 10 12 7 3 2.3 F P
4 西澤完全結晶 56. 10 13 6 3 2.0 M K、P
5 水野バイオホロニクス 57. 10 24 10 4 2.5 F、G、M F、G、M
6 早石生物情報伝達 58. 10 18 6 2 3.0 F、G F、G
7 堀越特殊環境微生物 59. 10 26 11 6 1.8 C G
8 吉田ナノ機構 60. 10 10 5 3 1.7 M J、P
9 黒田固体表面 60. 10 19 9 6 1.5 F M
10 後藤磁束量子 61. 10 7 1 1 1.0 M -
11 宝谷超分子柔構造 61. 10 8 3 2 1.5 M K
12 稲場生物フォトン 61. 10 9 3 2 1.5 P M
13 西澤テラヘルツ 62. 10 4 2 2 1.0 F、M F、M
14 古沢発生遺伝子 62. 10 5 2 2 1.0 F、G F、G
15 国武科学組織 62. 10 14 11 6 1.8 F DGILN ○ 1
198 91 51 1.8 1 1合　　　　　　計
設
立
等
